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第1章 序論 

1.1 背景 

大学の研究室には，研究・教育に役立つ貴重な学術情報が数多く蓄積されてい

る．さらに，大学の研究室では，日々研究が行われており，新たな学術情報が生

産され続けている．そして，昨今の情報技術の進歩による情報機器の高性能化，

研究手法の多様化に伴い，蓄積される学術情報も，今後，ますます多様化してい

くことは必至である． 

これらの学術情報をデータベース化し，自らが情報を有効に活用すると同時に，

世界に向けて公開することは，大学が研究・教育拠点として発展するとともに，

その成果を地域貢献・国際貢献につなげるために，大学が早急に進めるべき課題

である． 

このような学術情報を公開するために，従来から図書館，情報系センター，お

よび，一部の研究室では，Web ページからのコンテンツへのリンクや Web-DB 形

式の検索システムなどを構築しコンテンツの公開を行っている．Web-DB とは，

本論文では，データベースサーバに蓄積されているデータを Web サーバ経由で検

索，閲覧などを行う技術，および，その技術を利用したシステムとして扱う．

Web-DB を Web DB や Web+DB と表す場合もある．筆者もこれまでに，自然科学

系の観測データ公開システム[1]や e-Learning用素材公開システム[2]をはじめとし

た Web-DB 形式の検索システムの構築，および，構築支援を行ってきたが，これ

らの取り組みは，図書館や情報系センター以外では，コンテンツを所有する各研

究室の内，公開を行うための技術力を持つ一部の研究室が独自に行っているもの

である．多くの研究室では，公開の必要性を認識しながらも公開には至っていな

い．このため，公開されているコンテンツは，大学に蓄積されている数多くの学

術情報のほんの一部であり，多くの学術情報は公開に至らず，研究室に死蔵して

いるといっても過言ではない． 



2 

一方，最近では，学術情報を低コストで協調性を維持しつつ学内外に公開する

ことを目的として，電子的な形態で集中的に蓄積・管理し，機関リポジトリとし

て公開する動きがある．国内では国立情報学研究所（NII : National Institute of 

Informatics）が中心となり推進してきた[3]．2009 年 10 月現在，国立大学を中心

に 115 の教育研究機関で運用されている．本学でも金沢大学学術情報リポジトリ

（KURA : Kanazawa University Repository for Academic Resources）（図 1-1）を立ち

上げ運用を行なっている[4,5]．図 1-2 は，各機関リポジトリにおける登録数など

の統計情報を公開しているサイトのスナップショットである[6,7]．これらのサイ

トの統計情報から機関リポジトリへの登録数は着実に増加していることがわかる．

一般に機関リポジトリは，その機関の構成員によって生産される全ての学術情報

を対象とするといわれる．尾城[8]も，「学術機関リポジトリは，大学等の学術機

関内で生産された，さまざまな学術情報を収集，蓄積，配信することを目的とし

た，インターネット上のサーバである」としている．しかし，実際に運用されて

いる機関リポジトリでは，主に学術論文，紀要，研究報告書などの文献系のコン

テンツを対象とし，写真，動画，音声などのコレクションや実験・観測データな

ど，多くの文献系以外のコンテンツは，機関リポジトリの対象外とされている場

合が多い．この状況を示すように，鈴木ら[9]が歴史的資料などのデジタルアーカ

イブの取り組みについて全国の大学図書館を対象に行った調査でも，新規の公開

が増えず停滞気味であると報告している．なお，本論文では，大学内に蓄積して

いる学術情報の内，学術論文や紀要，研究報告書などの文献系のコンテンツを文

献コンテンツ，文献系コンテンツ以外の写真，動画，音声，教材などのコレクシ

ョンや実験観測データを非文献コンテンツと呼ぶ． 

非文献コンテンツの内，実験観測データに目を向けてみると，例えば，本研究

でも取り扱う地球環境観測分野のデータでは，各国で集中管理・公開するための

データベース化が進んでいる．世界的にみると，米国では，米国航空宇宙局

(NASA：National Aeronautics and Space Administration)[10]の国立宇宙科学データセ

ンター(NSSDC：National Space Science Data Center)[11]や米国海洋大気庁(NOAA：

National Oceanic and Atmospheric Administration)[12]などで観測データを集中管理

している．日本では，気象庁（JMA：Japan Meteorological Agency）[13]や宇宙航

空研究開発機構(JAXA：Japan Aerospace Exploration Agency)[14]などで地球環境観

測データのデータベース化が行われている．これらの集中管理方式は，特定分野

に特化した縦割りの公開環境であり，地球環境観測分野に限らず，他分野でも進
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められている．一方，大学は分野横断的な組織であり，様々な分野に関わる多種

多様なコンテンツを蓄積している．さらに，これらのコンテンツは，分野ごとに

集中管理する動きがあるものの，研究室単位で蓄積・管理している場合が多い．

研究室単位で管理しているコンテンツは，独自の公開システムを構築し公開する

か，機関リポジトリに登録して公開する必要があるが，前述の通り公開されてい

るのは一部のコンテンツに限られる．  

以上のように，大学に蓄積された学術情報の公開は，大学の課題であり，公開

の実現に向けての動きがあるものの，特に非文献コンテンツにおいては，十分に

達成されていないといえる． 
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図 1-1 金沢大学学術情報リポジトリ（KURA） 

【(a)：トップページ，(b)：情報表示画面】 
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図 1-2 各機関リポジトリにおける登録数などの統計情報（抜粋） 

【(a)：http://roar.eprints.org/index.php より，(b)：http://www.nostuff.org より】 
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1.2 目的 

本研究では，大学内に蓄積している学術情報の内，その公開が進んでいない非

文献コンテンツに焦点をあて，大学内の非文献コンテンツを学内外に公開するた

めの指針となるべく，既存情報技術を駆使した既存情報インフラ上で運用可能な

公開手法を考案し，共通プラットフォームとして提供する． 

まず，非文献コンテンツを学内外に公開する際の問題点を洗い出し，大学内の

すべての種類の非文献コンテンツを網羅する学術情報公開モデルを作成する．次

に，提案したモデルに基づき，それぞれの公開手法の問題点を改善し，非文献コ

ンテンツに対応した共通プラットフォームとなり得る公開システムを開発する．

さらに，学内に蓄積している非文献コンテンツに適用し実証運用を行い，開発し

た公開システムが共通プラットフォームとして有効であることを検証する． 

公開システムの開発に際しては，非文献コンテンツの管理・公開から利用まで

を一つの流れと捉え総合的に検討し，蓄積しているコンテンツを有効に利活用で

きるシステムを目指すとともに，コンテンツを公開するために発生するコンテン

ツ管理者に掛かる負担を最小限にとどめるよう考慮する． 

 

1.3 問題点 

1.1 節では，非文献コンテンツの公開が十分に進んでいないことを述べたが，そ

れでは何故公開が進まないのか，その要因を挙げてみる．非文献コンテンツを所

有する研究室がコンテンツを管理し，新規に公開しようとした場合の問題点，お

よび，既にコンテンツの管理・公開を行っている研究室が抱える問題点の内，ま

ず，全般に係る問題点を次に示す． 

 

 技術力の問題： 

コンテンツの管理者が必ずしも情報技術の専門家であるとは限らず，コ

ンテンツを管理・公開するために必要な環境を構築，維持するための技

術を持ち合わせていない場合がある． 
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 コストの問題： 

コンテンツを管理・公開するために必要な環境構築とその維持には，人

的，金銭的なコストが発生するが，それらを充当することができない場

合がある． 

 

また，1.1 節で，写真，動画，音声などのコレクションや実験・観測データなど

の多くの非文献コンテンツは，機関リポジトリの対象外とされている場合が多い

と述べたが，次の理由（問題点）が挙げられる． 

 

 メタデータの記述法の問題： 

文献コンテンツは，それらが持つ書誌情報に対して，メタデータの記述

法が確立されつつあるが，非文献コンテンツでは，それらがもつ多様で

専門的な情報に対して，どのようにメタデータとして定義するのかが不

明確である． 

例えば，本論文で取り扱うインドの仏像，壁画，遺跡などの画像（アジ

ア図像集成）では，情報として，所蔵・所在，出土地，材質，サイズ，

撮影日などを管理している．これらの情報は標準メタデータで記述する

ことが困難であり，メタデータを拡張定義する必要があるが，これらを

どのようにメタデータとして定義し，運用していくのかが明確になって

いない（2 章参照）． 

 

機関リポジトリでは，コンテンツは，その機関で定められた単一の公開基準に

従って公開されるのが一般的であるが，各研究室で構築する公開用 Web-DB シス

テムが取り扱う公開基準は様々である．そのような公開用 Web-DB システム特有

の問題点を次に示す． 

 

 認証・認可の問題： 

研究室で蓄積しているコンテンツを公開する場合，従うべき公開基準が

各部局，各研究室，各研究グループごとに異なる場合が多い．加えて，
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コンテンツごと，さらには，コンテンツ内の小単位ごとに詳細な公開基

準を定める場合も多い． 

このような場合，各研究室が構築する公開用 Web-DB システムに，各公

開基準に沿った独自の認証・認証の仕組みを実装する必要がある．現状

では，各研究室で公開基準ごとに独自の認証・認可の仕組みを実装した

サーバを立てることになるが，その仕組みを準備できず，コンテンツを

公開しないか，一部の公開にとどめる場合も多い（3 章参照）．  

 

さらに，自然科学系の実験観測データでは，次に示す問題点を持つ． 

 

 実験観測データのフォーマットの問題 

写真，動画，音声などのコレクションは既定のデータフォーマットを持

つ．一方，実験観測データでは，独自フォーマットを採用したバイナリ

形式のデータが多い．これらのデータは，プラットフォーム間での互換

性が低く，さらに，利用者がデータフォーマットを熟知していないと利

用できない． 

現状でバイナリ形式の独自フォーマットデータの公開しようとすると，

管理者は，利用者のために，データの構造，データの意味，利用法，サ

ンプルプログラムとその解説をマニュアルとして準備し，データと共に

公開する必要がある（4 章参照）． 

 

大学内に蓄積している非文献コンテンツの公開を推進するには，上述のような

非文献コンテンツを管理・公開する際に妨げとなっている技術力，コスト，メタ

データの記述法，認証・認可，実験観測データのフォーマットなどの諸問題をク

リアし，個々のコンテンツを容易に公開できる仕組みが必須である．さらに，こ

れらの問題を個々の研究室，個々の分野，あるいは，特定種のコンテンツの問題

として解決するのではなく，大学全体の問題として捉える必要がある．しかし，

先に地球環境観測分野の例で示したように，特定分野のコンテンツを集中管理し

公開するための試みは各所で行われているが，大学規模で，蓄積している非文献

コンテンツ全体を網羅した取り組みは行われていない． 
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1.4 学術情報公開モデル 

大学規模で，蓄積している非文献コンテンツ全体の管理・公開を検討するにあ

たり，まず，その基礎となるモデルを提案する．図 1-3 に提案した学術情報公開

モデルの概要を示す． 

このモデルは，大学における学術情報の公開をコンテンツ種別，公開方式，利

用対象で整理し，簡単化したもので，大学に蓄積しているすべての種類の非文献

コンテンツを 3 種類の公開方式（図 1-3 の①～③）によって公開できるものと仮

定している．3 種類の公開方式には，それぞれ対応する共通プラットフォームを

割り当てるものとする． 

共通プラットフォームとは，本論文では，公開方式を汎用的に実装したシステ

ムで，そのままの形で，あるいは，簡単な設定や簡単な追加実装で再利用できる，

いわゆる「使い回し」が可能なシステムとする． 

3 種類の公開方式は，学術情報リポジトリ（図 1-3 の①），公開用 Web-DB シス

テム（図 1-3 の②），データ配信システム（図 1-3 の③）で，いずれも従来から存

在する公開方式である．これらの公開方式は，前節で挙げた種々の問題もあり，

現状の方式をそのまま当てはめても問題は解決できない．しかし，既存情報イン

フラ上で運用可能であることと，既存システムとの互換性を重視し，既に一般的

となっている 3 つの方式を当てたものである． 

コンテンツ種別は明確に線引きできないが，大きく写真，動画，音声などのコ

レクション系と実験観測データの 2 つに分けた．利用対象は，利用者（人間）と

サーバ（非人間）とし，利用者が Web ブラウザ上から検索する場合と，システム

間（サーバ間）で配信を行う場合に分けた．利用対象が人間で Web ブラウザとの

間でやり取りを行うシステム（図 1-3 の①②）に対して，利用対象がサーバで他

システムとの間でやり取りを行うシステムを，本論文では，データ配信システム

（図 1-3 の③）と呼ぶ． 

公開方式を１つにまとめず，複数（３つ）とした理由を次に示す． 

 

 写真，動画，音声などのコレクション系のコンテンツと実験観測系のバ

イナリ・データは，その特性はもとより，運用方法，公開方法および利
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用方法が異なること． 

 利用対象として，利用者（人間）の他に，サーバ（非人間）用が存在し，

準備すべきインターフェイスが異なること． 

 学術情報リポジトリと図書館の KURA の関係など，各公開システムは，

先行する既公開システムとの互換性を維持する必要があること． 

 公開方式（共通プラットフォーム）は，管理・運用上，シンプルな仕組

みが望ましく，公開方式を一つにまとめるとシステムの構造が複雑にな

り，管理・運用に支障をきたす恐れがあること． 

 

公開方式と対応する 3 種類の共通プラットフォームは，学術情報リポジトリが

おもに写真，動画，音声などのコレクションを取り扱い，データ配信システムは

おもに自然科学系の実験観測データを取り扱う．公開用 Web-DB システムは，中

間的な位置づけであり，写真，動画，音声などのコレクションと実験観測データ

の両方が対象となる． 

図 1-4 は，図 1-3 に示した学術情報公開モデルを，大学の現状に即した形で，

共通プラットフォームを配置し，具象化したものであり，図 1-3 の①～③の公開

方式が，図 1-4 の共通プラットフォームの①～③に対応している．ただし，図 1-3，

図 1-4 において，公開用 Web-DB システム（図 1-3 の②）は，それ自身を共通プ

ラットフォームとするのではなく，公開用 Web-DB システムを取りまとめる

Web-DB 管理システムとして共通プラットフォーム化（図 1-4 の②）を行う．こ

れは，公開用 Web-DB システムが公開対象となるコンテンツと一対一で対応する

ことが多いことから，公開用 Web-DB システムそれ自身を一つのコンテンツであ

ると捉え，それらの公開用 Web-DB システムを Web-DB 管理システムでまとめて

管理する方が効率的と考えたためである． 

共通プラットフォーム化することで，管理・公開のための手法の統一化が図ら

れ，システムの再利用が可能となるので，公開までの準備期間の短縮，共通の運

用保守体制の確立，管理者間の技術情報の共有などが可能になるなど，効率的な

運用が期待できる．また，構築・運用などに必要な技術力の要件を下げることが

できる．これらのことは，管理・公開に掛かるコストを抑えることに直結する． 

メタデータの記述法の問題は，図 1-4 の①の学術情報リポジトリが主に関係す
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る問題であるので，学術情報リポジトリの共通プラットフォーム化においては，

この問題の解決方法を考案し，それを実現した形での共通プラットフォームを提

供する．同様に，認証・認可の問題は．図 1-4 の②の Web-DB 管理システム，実

験観測データのフォーマットの問題は，図 1-4 の③のデータ配信システムが主に

関係する問題であるので，それぞれの共通プラットフォーム化においては，関係

する問題の解決方法を考案し，それを実現した形での共通プラットフォームを提

供する． 

 

 

 

 

図 1-3 学術情報公開モデル 
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図 1-4 学術情報公開モデルの具象化 
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1.5 構成と概要 

本章では，大学における学術情報公開の現状と，非文献コンテンツの公開が不

十分であることについて述べるとともに，非文献コンテンツの管理・公開を行う

際の問題点について考察した．そして，これらの問題を個々の研究室，個々の分

野，あるいは，特定種のコンテンツの問題として扱うのではなく，大学全体の問

題として捉え，大学内のすべての非文献コンテンツを網羅する学術情報公開モデ

ルを提案した． 

2 章～4 章では，提案した学術情報公開モデルに従い，既存情報インフラ上で運

用可能な公開手法を考案し，共通プラットフォームとして提供することを目指す．

以下に，各章の概要を述べる． 

 

2 章では，1.4 節で述べた学術情報公開モデルの公開方式の内，学術情報リポジ

トリ（図 1-4 の①）を取り扱う．ここでは，非文献コンテンツをリポジトリ化す

る場合の問題点をさらに掘り下げ分析し，それらを解決するための手法を考案す

る．そして，既存リポジトリプラットフォームを改良し，共通プラットフォーム

となり得る，非文献コンテンツのための学術情報リポジトリを開発する． 

 

3 章では，1.4 節で述べた学術情報公開モデルの公開方式の内，Web-DB 管理シ

ステム（図 1-4 の②）を取り扱う．ここでは，分野，各機関，各研究室，さらに，

コンテンツごとに異なるといわれる多様な公開基準に対応するため，ユーザ管理

と公開制限について考察し，様々な公開基準に対応可能な認証・認可機構を考案

する．そして，公開用 Web-DB システムの一元的な管理・公開を可能とする多様

な公開基準に対応した共通プラットフォームを開発する． 

 

4 章では，1.4 節で述べた学術情報公開モデルの公開方式の内，データ配信シス

テム（図 1-4 の③）を取り扱う．ここでは，自然科学系の実験観測データの管理

や利用法などについて考察し，大学などの研究室に蓄積している実験観測データ

を相互に配信可能な環境モデルを提案する．また，自然科学系の実験観測データ

では頻繁に利用される独自フォーマットのバイナリ・データに対応するため，汎
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用データフォーマットの導入を図る．そして，自然科学系の実験観測データ全般

に適用可能な共通プラットフォーム化を目指し，汎用的なデータ配信システムを

開発する． 

 

5 章では，公開システム間の連携による新たな公開方法，運用方法の提供など

の可能性を探るため，2 章から 4 章で考案した公開方式に基づき実装された公開

システム間の連携について考察する． 

 

6 章では，1 章から 5 章で述べた研究成果をまとめ，本研究の総括とする． 
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第2章 非文献コンテンツに対応した学術情報リポジ

トリの開発 

2.1 はじめに 

1 章で述べた通り，現在運用されている機関リポジトリは，主に学術論文，紀

要，研究報告書などの文献コンテンツを対象としている．一方，写真，動画，実

験観測データをはじめとした多くの非文献コンテンツは，教育・研究上有用なも

のでありながら対象外とされている場合が多い．この理由としては，コンテンツ

の種類が多種多様なため，主に書誌情報を元に情報管理を行うリポジトリへの登

録にうまく適合しないことが挙げられる．また，これらの非文献コンテンツの多

くは，文書情報を含まず，全文検索が利用できないため，付加されたメタデータ

に対する検索が中心となり，検索性が低いと言わざるを得ない．このため，コン

テンツ登録者には適切なメタデータ付けが，利用者には適切な検索語句の入力が

求められ，これもリポジトリへの登録を阻む原因となっている．一方，学際的な

研究や一般利用者へのアウトリーチに利用するには，異なる分野の多種多様なデ

ータを，横断的，視覚的に検索できることが重要である．このような問題を解決

し，文献以外のコンテンツをリポジトリ化できれば，多様な学術情報が教育・研

究に有効利用されると期待できる． 

国内の機関リポジトリにおける非文献コンテンツの公開状況をみると，各機関

の図書館などが登録している古書や貴重書の写真が挙げられる．しかし，古書や

貴重書の写真は全文検索こそ出来ないが，メタデータの取り扱いを含め運用上は

文献コンテンツと同様であり，今回対象とする多様な非文献コンテンツとは性質

が異なる．また，千葉大学の CUWiC (Chiba University Wisdom Collection)[15]によ

る衛星画像の公開例もあるが，CUWiC 自身はデータを蓄積しないいわゆるポータ

ルリポジトリであり，専用サーバに蓄積されたメタデータを刈り取り公開してい

る．現状では，今回対象とする多様な非文献コンテンツを汎用的に取り扱えるリ
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ポジトリは存在しないといえる． 

本章では，文献コンテンツ以外の非文献コンテンツのリポジトリ化の指針とな

るべく，さらに，非文献コンテンツの中でも，写真，動画，音声などのコレクシ

ョンを公開するための共通プラットフォームとなるべく，KURA[4,5]などの文献

リポジトリとも連携可能な，可視性と保守性に優れた汎用性の高い学術情報リポ

ジトリの構築を目指した．まず，多種多様なコンテンツに汎用的に利用できるメ

タ情報の定義法を考案する．次に，多種多様で大量のコンテンツを体系的，かつ

一括して登録する機能を考案する．さらにコンテンツの多くが地理的位置情報を

有することに着目し，既存リポジトリプラットフォームに付加した地理的位置情

報を介した検索機能を紹介する． 

本章の構成は次の通りである．2.2 節では非文献コンテンツのリポジトリ化にお

ける課題を整理し，開発条件を示す．続いて 2.3 節では構築したシステムの概要

と課題の解決方法，2.4 節では他のリポジトリとの連携について述べる．2.5 節で

応用と評価について述べ，最後に 2.6 節でまとめる． 

 

2.2 非文献コンテンツのリポジトリ化 

2.2.1 多様な非文献コンテンツ 
大学内に蓄積している非文献コンテンツの多くは，その所有者や機関リポジト

リを運用する図書館がリポジトリ化を強く望んでいるにも関わらず，リポジトリ

化されていない．著者が所属する金沢大学も例外ではなく，多様な非文献コンテ

ンツを蓄積しており，それらのリポジトリ化が望まれているが実現されていない．

表 2-1 に金沢大学内に蓄積され，今回考案するリポジトリの収録対象となり得る

非文献コンテンツの一部について概要を示す．これらのコンテンツは各分野に広

く存在し，件数は数千から数万に達するものも多い．種類は写真，動画，音声，

バイナリ・データなど多様である．また，非文献コンテンツの特徴として，全文

検索が不可能なものが多いこと，コンテンツが生成された，あるいは，関連が深

い地名などの情報を持つものが多いことが挙げられる．次節では，表 2-1 に示し

たような非文献コンテンツをリポジトリ化する場合の課題を整理する． 
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表 2-1 蓄積されている非文献コンテンツ（抜粋） 

コンテンツの内容 分野 種類 全文検索 件数等 地名等の情報 

インドの仏像・壁

画・遺跡 

人文科学 写真 不可 2万件以上 発掘地/所蔵地 

中国語の方言 人文科学 音声/地図 不可 約千件 調査地 

中国の伝統芸能 人文科学 動画/写真 不可 800GB以上 撮影地 

岩石標本 自然科学 写真 不可 数万件 採取地 

｢あけぼの衛星」の

観測データ 

自然科学 バイナリ/画

像 

不可 約7千件 観測座標 

資料館所蔵品 共通 写真 不可 数千件 作成地/他 

e-Learning素材 共通 作成ソフトに

依存 

一部可 約1万件 作成地 

 

 

 

2.2.2 リポジトリ化における課題 
 

(1) 課題 1 

機関リポジトリでコンテンツのメタデータ定義のために使用されている Dublin 

Core[16]（以下本章では DC とする）は，主に WWW 上でのリソースに関する情

報を記述し，有用な情報の探索・発見に役立てる目的で制定されたものである．

先行する文献リポジトリに関しては，DC の考え方に沿った記述法が確立されつ

つあるが，非文献コンテンツに対しては，それらがもつ多様で専門的な情報をど

のように DC で定義するかが不明確である．このため，画像，動画，観測データ

といった各々のコンテンツを識別するために必要なメタデータが異なる非文献コ

ンテンツに対して，メタデータをどのように互換性を維持しつつ定義するかを検

討する． 
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(2) 課題 2 

保守・管理面から考えた場合，管理者が保有する複数の性質の異なったコンテ

ンツ（異種コンテンツ）をどのように管理するか，数千件，数万件以上におよぶ

コンテンツをどのように分類，登録・保守するか，などの問題がある．さらに，

コンテンツ管理者が必ずしも情報技術の専門家であると限らないという問題もあ

る．このため，情報技術に関して専門外である管理者でも，リポジトリの保守管

理ができる仕組みの導入を検討する． 

 

(3) 課題 3 

2.1 節で述べたが，非文献コンテンツは，文献コンテンツに比べ利用者に対する

検索性が低いという問題がある．一方，非文献コンテンツには，発掘地，所蔵地

をはじめとした地名などの情報を持つものが多い．地名などの情報は潜在的な地

理的位置情報であり，地理的位置情報に変換すれば，地図上での視覚的な表現が

可能となる．そこで，利用者に対する検索性を高めるため，地名などから地理的

位置情報を得て，より視覚的に検索できる仕組みの導入を検討する． 

 

(4) 課題 4 

各リポジトリに存在する異種コンテンツ同士を横断的に検索，利用することを

想定し，リポジトリ間の連携を行い，これらの情報をどのように相互参照するか

という検討が必要である．リポジトリ間の連携は，OAI-PMH[17]プロトコルを用

いたハーベスティングにより行われる．ハーベスティングとは，ネットワークを

介して自動的に対象となるリポジトリのメタデータを刈り取る仕組みである．先

行する文献リポジトリでは，ハーベスティングを行う場合のメタデータの扱い方

など，その方法が確立されつつあるが，非文献コンテンツに対しても適用できる

ように検討する． 

2.2.3 開発方針 
前節で挙げた課題 1～課題 4 を解決し，非文献コンテンツに対応した汎用性の

高い学術情報リポジトリを構築するため，表 2-2 に示す開発条件を設定した． 

また，表 2-2 には，前節の課題には挙げていないが，表中⑤にプラットフォー

ムの保守性が高いこと，という項目を加え，既存リポジトリプラットフォームを
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ベースにするという条件を設定した．これは，実運用を考えた場合，図書館など

における文献コンテンツでの利用実績があり，保守体制などが確立しつつある既

存リポジトリプラットフォームを利用することが，保守・管理コストの面で有利

と判断したためである．そして，図 2-1 に示すように NII の学術機関リポジトリ

構築連携支援事業の Web サイト（機関リポジトリ一覧）[3]にリンクされている機

関におけるリポジトリプラットフォームの利用状況を調査したところ（2009 年 5

月），DSpace[18]と DSpace をベースにしたプラットフォームが 77%を占めた．そ

こで，今回は，当大学の KURA をはじめ国内で最も利用されている DSpace をベ

ースに，機能を改良，追加する形で開発を進めることとした． 

 

 

表 2-2 開発条件表 

汎用性の確保 

① メタデータの互換性が確保できること． 

⇒ 当該リポジトリ上での詳細な定義と，他リポジトリとの互換性を両立（課題 1）． 

② 他リポジトリとの連携を行えること． 

⇒ OAI-PMH プロトコルを活用した他リポジトリとの連携を実現（課題 4）． 

保守性の確保 

③ 複数の異種コンテンツの管理を容易に行えること． 

⇒ 同一リポジトリ（同一システム）に異種コンテンツを容易に共存させる環境を導入

（課題 2）． 

④ 多様かつ膨大な数のコンテンツの管理を容易に行えること． 

⇒ 分類の登録・管理機能，一括登録機能を導入（課題 2）． 

⑤ プラットフォームの保守性が高いこと． 

⇒ 既存リポジトリプラットフォームをベースとする． 

可視性の向上 

⑥ コンテンツが持つ発掘地，所蔵地などの地理的位置に関する情報を可視化し，視覚的

な検索機能を提供すること． 

⇒ 地理的位置情報と Google Earth[19]を連携させた検索機能を導入（課題 3）． 
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図 2-1 研究教育機関におけるリポジトリプラットフォームの利用割合 

 

 

 

2.2.4 使用データ 
今回は，表 2-1 に挙げた非文献コンテンツの内，本学の森教授がアジア図像集

成[20]として蓄積しているインドの仏像・壁画・遺跡に関する画像を対象にして

開発および検討を行った．図 2-2(a)に，蓄積されているコンテンツの例を示す．

アジア図像集成は，インドの各地で撮影された画像で，総数は 2 万件以上に及ぶ．

従来，画像のメタデータは，データ管理者の森教授が，地域，タイトル，所蔵，

特徴，サイズ，材質，制作年代などを Excel の表形式で管理していた．コンテン

ツの公開は，Web ページで行なっており，手作業による作成・保守を行っていた．

Web ページは地域により階層的に作成されており，地域からの検索はできるが，

それ以外のメタデータを用いた検索機能は実装されていない．また，本システム

開発後の検証の目的で，表 2-1 内の「あけぼの衛星」[21,22]の観測データ（図 2-2(b)）， 

e-Learning 素材[23]（図 2-2(c)），および，第四高等学校物理機器図録（資料館所蔵

品）[24]（図 2-2(d)）に適用することとした． 
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図 2-2 蓄積されているコンテンツの例 

【(a)：アジア図像集成，(b)：あけぼの衛星の観測データ， 

(c)：e-Learning 素材，(d)：第四高等学校物理機器図録】 
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2.3 学術情報リポジトリの構築 

本システムは，リポジトリプラットフォームの DSpace をベースとして，機能

を改良，追加する形で開発を進めた．開発にあたっては，DSpace の既存クラスを

極力書き換えず，メソッドのオーバーライドおよび外部スクリプトを追加するこ

ととし，システムの移植や DSpace のバージョンアップといった場合にも極力影

響が出ないように配慮した．図 2-3 は，実装したアジア図像集成の一画面（情報

表示画面）である[25]． 

本節では，メタデータの互換性の確保，保守性の確保および可視性の向上（表

の 2 の課題 1～課題 3）の実現方法について述べる． 

 

 

 

 

図 2-3 アジア図像集成 
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2.3.1 メタデータの互換性の確保 
ハーベスティングによるリポジトリ間連携を考えた場合，メタデータ項目の追

加を控え，DC の標準メタデータ語彙を用いることが望ましい．一方，教育・研

究でのリポジトリ利用を考えると，各非文献コンテンツが持つメタ情報を詳細に

記録することは必須である．しかし，DC の標準メタデータ語彙では，非文献コ

ンテンツの情報を的確に表現することは困難なため，各々のコンテンツに合わせ，

メタデータ項目を追加した拡張メタデータ語彙を定義する必要がある． 

今回，各非文献コンテンツ特有のメタデータ項目の定義に Dumb-Down 原則[26]

を導入した．Dumb-Down 原則とは，限定子を定義する場合，限定子を含めて記

述したメタデータから限定子を取り除いてもメタデータと基本要素の間に矛盾が

生じてはならないという規則である．Dumb-Down 原則は，組織間の運用ポリシ

ーの違いなどによるメタデータ項目の差異を吸収するために用いられるが，ここ

では，各非文献コンテンツの特性の違いによるメタデータ項目の差異を吸収する

ために用いた． 

アジア図像集成特有の項目を表 2-3 に，定義した拡張メタデータ語彙を表 2-4

に示す．表 2-4 の網掛け部分が，新たに定義した項目である．後述するハーベス

ティングによるリポジトリ間連携を行った場合，拡張した限定子は取り除かれ，

メタデータは基本要素に吸収され，基本要素として刈り取られる．拡張した基本

要素はそれ自身が取り除かれメタデータは刈り取られない．例えば，表 2-4 中の

材質は，次のように表される． 

 

<description><material>砂岩</material></description> 

ハーベスティングを行うと，拡張した限定子 

<material></material> 

が取り除かれ， 

<description>砂岩</description> 

 

となり，追加限定子が取り除かれても矛盾なく意味が通じることが保証される．

また，表 2-3 中のフォルダ名やファイル名はコンテンツの管理のためだけに必要

であり，ハーベスティングの際に刈り取られる必要はない，そのためこれらのメ

タデータは意図的に基本要素として定義した．このように，Dumb-Down 原則に

従ってのリポジトリ上での詳細な定義と，他リポジトリとの互換性を両立させる
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ことができる． 

 

 

 

表 2-3 アジア図像集成に必要なメタデータ項目（抜粋） 

項目名 項目の説明 具体例 

所蔵・所在 図像の所在地  東門南柱内側 

出土地 図像の出土地 サンチー第一塔 

材質 図像の材質 砂岩 

サイズ 図像のサイズ 10m 

撮影日 図像が撮影された年月日 2004/1/10 

画像コード 管理者独自のコード体系 IMPSB050 

ファイル名 画像のファイル名 2891-008 

フォルダ名 画像の保管用フォルダ名 2891 

 

 

表 2-4 アジア図像集成用の拡張メタデータ語彙（抜粋） 

基本要素 限定子 項目名 

Coverage currentLocation 所蔵・所在 

originalLocation 出土地 

Description material 材質 

dimensions サイズ 

Date datePhotograhed 撮影日 

Identifier original 画像コード 

Appendix nameOfFile ファイル名 

nameOfFolder フォルダ名 
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2.3.2 保守性の確保 
 

(a) 異種コンテンツの共存 

異種コンテンツを同一リポジトリ上に共存させるには，コンテンツごとに適し

たメタデータ語彙を設定できることと，コンテンツごとに適した表示を行えるこ

とが必須である． 

これに対し，メタデータ語彙の設定や検索結果の一覧表示設定をコンテンツ種

別に適切な設定に切り換えて利用できるようにコンテンツ別メタデータ語彙の設

定法について考案した．図 2-4 に異種コンテンツを共存させた場合のイメージを

示す．コンテンツの管理単位の最上位がルートコミュニティ（木構造最上部）で

あり，ルートコミュニティにはその下にサブコミュニティを何階層も作ることが

できる．アイテム（写真や動画などの実際のデータ）はコレクション（木構造最

下部）に格納される．このような木構造を利用して，種類の異なるコンテンツご

とにルートコミュニティを分け，それぞれのコンテンツのルートコミュニティご

とにメタデータ語彙の設定と一覧表示の設定を行えるようにした．ルートコミュ

ニティごとに設定を行う例として，一覧表示項目の設定法の概要を示す．DSpace

では，一覧表示の表示項目の設定は， 

 

定義名  =  DC 語彙 1，DC 語彙 2，… 

 

のように定義されている．DSpace に実装されている既存設定の設定方法を大幅に

変更せず，簡単に設定が行えるよう，定義名にルートコミュニティの識別番号を

付加することで区別する仕組みとした． 

 

定義名．ルートコミュニティの識別番号  =  DC 語彙 1，DC 語彙 2，… 

 

異種コンテンツの共存を想定した環境は DSpace には実装されていないため，

これらの仕組みを外部スクリプトおよび拡張ライブラリとして開発した．これに

より同一リポジトリ上に各コンテンツの特性を反映した形での共存が可能となっ

た． 
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図 2-4 異種コンテンツを共存させた場合のイメージ 

 

 

(b) コミュニティとコレクションの管理 

前項で述べたが，通常のリポジトリシステムでは，コミュニティとコレクショ

ンでアイテムを分類しコンテンツの管理を行っている．この管理のために Web イ

ンターフェイスが準備されるのが一般的であるが，非文献コンテンツの場合，コ

ンテンツの分類が複雑なものが多く，Web インターフェイスを介した方法では体

系的な管理が煩雑になりがちである． 

これに対し，コンテンツ管理者（所有者）が情報技術の専門家でなくても比較

的なじみやすい，Excel ファイルを用いたコミュニティとコレクション構造の管

理法を考案した．図 2-5 は，アジア図像集成で用いた Excel ファイルの記述とリ
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ポジトリ上での表示例である．具体的には，図 2-5 に示すようなコミュニティと

コレクションの構造を記述した Excel ファイルを読み込み，記述されている構造

を解釈し，リポジトリ上の構造に反映させる．また，リポジトリ上のコミュニテ

ィとコレクションの構造を解釈し，Excel 形式で出力することも可能とした．こ

の仕組みを DSpace に実装したことにより，コンテンツの分類体系が複雑な場合

でも比較的容易に管理が可能となった．これにより，管理者のコミュニティとコ

レクション管理に掛かる負担が軽減されるとともに，リポジトリの構造の再現を

容易に行うことが可能となった． 

 

 

 

図 2-5 コミュニティとコレクションの構造の記述例 
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(c) 一括登録 

アイテムの登録においても，その数が数千件，数万件以上におよぶ非文献コン

テンツに対して，Web インターフェイスで逐一登録する方法は，現実的とはいえ

ない． 

前項のコミュニティとコレクションの管理と同様に，コンテンツ管理者（所有

者）が所有のコンテンツを管理するために，情報技術の専門家でなくても比較的

なじみやすい Excel などの表計算ソフトを利用した方法を考案した．表計算ソフ

ト上で管理されるメタデータの出力（TAB 区切りまたは CSV 形式）を読み込み

一括登録が行える仕組みである．具体的には，ファイルの内容を読み込み，メタ

データなどの解析を行い，システムが理解できる形式に変更しリポジトリに登録

を行うスクリプトを作成した．また，リポジトリに登録されているアイテムを

TAB 区切りまたは CSV 形式で保存することも可能とした．図 2-6 に Excel などの

表計算ソフト上でのメタデータの記述形式を示す．1 行目をヘッダ行として，メ

タデータ要素並びを記述し，2 行目以降に，各アイテムの情報を 1 行 1 アイテム

として，ヘッダ行に対応したメタデータ並び，登録先のコミュニティとコレクシ

ョン名，アイテムが保存されているパスを入力する．この方法を DSpace の一括

登録に導入することにより，管理者の登録の際の負担が軽減されるとともに，コ

ンテンツごとの再現を容易に行うことが可能となった． 

 

 

 

 

図 2-6 メタデータの記述形式 
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2.3.3 位置情報を用いた情報の可視化 
2.2 節でも述べたが，非文献コンテンツには，地名などの情報を持つものが少な

くない．地名などの情報とは，地方・地域，市町村，山川湖，ランドマークなど

（以降本章では地名とする）が該当する．これらのコンテンツが持つ地名より地

理的な位置情報を取得し，Google Earth と連携して，位置情報を地図上に表示す

ることで可視化し，コンテンツの検索性の改善を図った．今回，本システムと，

Google Earth との連携には KML(Keyhole Markup Language)[27]を用いた．KML は

三次元地理情報を表現するための言語で，Google Earth や Google Map で地理情報

を表すために用いられている． 

アジア図像集成は，コレクション名が地名に相当するので，地名（＝コレクシ

ョン名）から座標（経緯度）を取得することとして，２つの外部スクリプトを作

成した．一つ目は，登録されている地名から座標を取得し，Google Earth 上に情

報を表示させる KML を生成するスクリプトである．Google Earth 上に表示させる

情報には，地名，説明文の他，アジア図像集成のコレクションへのリンクを含め

ることで，Google Earth 上からアジア図像集成への検索も可能とした．二つ目は，

地図を表示するための視点を設定する KML を生成するスクリプトである．実装

に外部スクリプトを用いたのは，DSpace への変更を最小限とするためで，DSpace

への変更は，アジア図像集成の情報表示画面内に Google Earth 上に情報を表示さ

せるためのスクリプトへのリンクを埋め込んだことである． 

地名から座標などの情報を得るために作成したテーブルの構造を表 2-5 に示す．

定義した項目は，識別番号，地名，経度，緯度，標高，説明の 6 項目である．前

述の通り，地名はコレクション名に対応しているので，コレクション単位で座標

などの情報を返すこととなる．なお，標高と説明は，将来的な拡張を視野に入れ

て追加したもので，現在は未使用となっている． 

Google Earth と連携した可視化システムの概要を図 2-7 に，また，Google Earth

上での表示例を図 2-8 に示す．Google Earth 上への表示および Google Earth から

DSpace への検索（リンク）は次のように行われる．なお，先頭の数字は図 2-7 中

の矢印に付されている数字に相当する． 

 

① DSpace に埋め込んだリンクをクリックし，Google Earth への表示を指示． 

② スクリプトに地名（＝コレクション名）を渡す．これは，地図を表示した
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場合の視点の情報となる． 

③ スクリプトは②の視点用の座標と全ての地名についての座標を問い合わせ

る． 

④ 視点用の座標と地名の座標を受け取る． 

⑤ 座標より地図上に情報を表示するための KML を作成し，それをユーザに

返す． 

⑥ Google Earth がインストールされているパソコンでは，Google Earth が起動

し，地図上に情報を表示する． 

⑦ 地図上に表示される情報には DSpace のコレクションに関するリンクが埋

め込んであり，Google Earth から DSpace への検索が可能である． 

 

なお，Google Earth 上への表示に関しては，視点を地上から 5,000ｍの高さに設

定し，選択された地名を中心に周辺を表示するモードとコンテンツに登録されて

いる地名が全て範囲に収まるように表示するモードをリポジトリ（システム）ご

とに選択することが可能である． 

 

 

 

表 2-5 地理情報格納テーブルの構造 

項目名（列名） 項目の意味 具体例 

geography_id 識別番号 ６ 

location_name 地名 Sanci, The Second stupa 

longitude 経度 77.44213 

latitude 緯度 23.28445 

altitude 標高 （現在未使用） 

description 説明 （現在未使用） 
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図 2-7 Google Earth と連携した可視化の概要 

 

図 2-8 Google Earth 上での表示例 
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2.4 他リポジトリとの連携 

他リポジトリとの連携が可能であることを実証するために，学内の学術情報を

統一的に公開するポータルリポジトリ（ハーベスタ）を構築した（表の 2-2 の課

題 4）．これは，学内に立ち上げたリポジトリ（プロバイダ）からメタデータをハ

ーベスティングするハーベスタとしてリポジトリを構築し，個別のリポジトリに

アクセスすることなく学内の学術情報を横断的に検索できるものである．図 2-9

にその概要を示す．プロバイダから収集されるのはメタデータのみであり，アイ

テムは元のリポジトリのみに存在している．検索はポータルリポジトリで行なわ

れ，所望のアイテムが見つかった場合は，該当リポジトリへ移動する．なお，構

築したポータルリポジトリは，ハーベスティングに OAI-PMH プロトコルを用い

ており，さらに，CNRI ハンドルシステム[28]に準拠しており，NII や他大学のリ

ポジトリとも連携可能である． 

今回は，非文献コンテンツに最適化した本システムと文献コンテンツに適した

図書館の KURA で，非文献コンテンツと文献コンテンツを統一的に検索すること

ができることを実証することができた．これにより，学術論文とそれに関係した

データ，図，写真，動画などの非文献コンテンツの一括検索や各リポジトリに存

在する異なる分野のコンテンツの横断的な検索が可能となる． 
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図 2-9 ハーベスティングによる統合検索 

 

 

2.5 応用 

アジア図像集成の他に応用実装を行った．本節では，構築したリポジトリ単体

での評価と運用における評価を行う．なお，応用実装として，あけぼの衛星の観

測データ，e-Learning 素材および第四高等学校物理機器図録という特性の異なる

コンテンツも同一の手法で構築した．図 2-10 は，あけぼの衛星の観測データの検

索結果一覧画面および情報表示画面（図 2-10(a)(b)），e-Learning 素材の検索結果一

覧画面および情報表示画面（図 2-10(c)(d)），第四高等学校物理機器図録の検索結

果一覧画面および情報表示画面（図 2-10(e)(f)）である． 
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図 2-10 応用実装 

【(a)：あけぼの衛星の観測データの一覧画面，(b)：同情報表示画面， 

(c)：e-Learning 素材の一覧画面，(d)：同情報表示画面 

(e)：第四高等学校物理機器図録の一覧画面，(f)：同情報表示画面】 
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2.5.1 リポジトリ単体での評価 
 

(a) メタデータ語彙 

メタデータ語彙の定義法は，アジア図像集成とあけぼの衛星の観測データ，

e-Learning 素材および第四高等学校物理機器図録に適用することで汎用性を確認

することができ，非文献コンテンツへ適用する場合の一つの指針を示せたと言え

る．各分野で拡張メタデータ語彙を定義する場合でも，リポジトリ上での詳細な

定義と他リポジトリとの互換性を両立させることができる．  

 

(b) 保守性 

コミュニティとコレクションの管理プログラムや一括登録スクリプトは，アジ

ア図像集成とあけぼの衛星の観測データ，e-Learning 素材および第四高等学校物

理機器図録という特性の異なるコンテンツに適用することで一般性と省力性を確

認できた．また，異種コンテンツの共存は，単体で立ち上げたアジア図像集成と

は別に，アジア図像集成とあけぼの衛星の観測データおよび第四高等学校物理機

器図録を共存させたリポジトリに適用することで本手法の有効性を確認できた．

コミュニティとコレクションの管理プログラムは，DSpace にコンテンツの特徴に

合わせて必要な構造を記述するだけで汎用的に適用可能である．一括登録スクリ

プトも，ヘッダ行に対応したメタデータ並び，登録先のコミュニティとコレクシ

ョン名，アイテムの格納パスを指定するだけで，各種非文献コンテンツに汎用的

に適用可能である．  

 

(c) 可視性 

アジア図像集成が持つ地名を利用し，位置情報を Google Earth の地図上に表示

することで可視化した．さらに，地図上に可視化した位置情報から DSpace への

検索を可能とした．これにより，検索時の可視性と結果表示時の可視性が向上し

た．今回は，地名とコレクションを対応させることによって，コレクションから

位置情報を取り出し可視化を行っている．同一構造のコンテンツであれば地名に

対応する地理的な位置情報を準備するだけで適用可能である．文化遺産などの所

蔵地，岩石標本や動植物標本の採取地をはじめ多くの非文献コンテンツが地名を
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持つことがわかっており，これらの位置情報を持つコンテンツに適用可能である

と考えられる． 

2.5.2 運用 
アジア図像集成は 2008 年 2 月，e-Learning 素材は 2008 年 7 月，あけぼの衛星

の観測データは 2008 年 11 月，第四高等学校物理機器図録は 2009 年 4 月に運用を

開始し，現在も運用を続けている． 

コミュニティとコレクションおよびアイテムの登録・管理に，一般の利用者が

なじみ易い表形式を採用したことで，管理者が管理のために特別な技術を習得す

る必要はなかった．今回使用した非文献コンテンツは，従来からメタデータを表

形式で管理していたため，コミュニティとコレクションおよびアイテムの登録作

業は非常にスムーズであった．検索については，既存プラットフォームをベース

としたため，文献コンテンツも含めコンテンツの特性が異なっていても，基本的

に同じ操作で検索を行うことができ，情報システムに不慣れな人に負担とならず

使い易いものとなった．この間の運用やデモンストレーションを実施した結果，

本システムは十分実用的なものであり，個人の情報技術に対する知識や技能の差

に関係なく十分利用可能であると判断できた．また，異種コンテンツの共存と

Google Earth による可視化機能により，異種コンテンツを同一地図上に表示させ

る利用法は，分野を超えた複数種のコンテンツの相互比較・参照が可能で，教育・

研究への新たな活用法を示すことができた． 

2.5.3 課題 
 

(a) 異種コンテンツの共存 

今回，同一リポジトリ上に，複数の異種コンテンツを容易に共存させることが

可能となった．しかし，特性が大きく異なったコンテンツを共存させた場合，リ

ポジトリの利用形態をどのように想定するかで設定が大きく異なってくる．専門

性を重視すると，各コンテンツの特性を重視したコンテンツ間の独立性が高い構

造となり，その分一般利用者の使い勝手が悪くなったり，横断的な検索がしにく

いものとなる．一方，一般性を重視すると，メタデータ項目の一般化が行われ，

コンテンツ間の融合性は高くなるが，専門家には物足りないものになりがちであ

る．今後，いかにして専門性と一般性のバランスを取っていくか，さらに，いか
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にして専門性と一般性を両立させることができるかが課題である． 

 

(b) 可視性 

現在，地名と位置情報（座標）の登録を手動で行っており，登録コストが高い

という問題がある．地理情報システムと Web Service を連携させ，位置情報を取

得できる環境を構築するなど，登録コストをいかに抑えることができるかが課題

である． 

 

2.6 まとめ 

文献以外の非文献コンテンツのリポジトリ化の指針となるべく，さらに，非文

献コンテンツの中でも，写真，動画，音声などのコレクションを公開するための

共通プラットフォームとなるべく，既存プラットフォームの問題点を改善し，可

視性と保守性に優れた汎用性の高い学術情報リポジトリの構築を行った． 

まず，非文献コンテンツをリポジトリ化する場合の問題点をメタデータの互換

性，保守性，検索性，他リポジトリとの連携という 4 つの課題として整理し，非

文献コンテンツに対応した学術情報リポジトリの開発条件として示した．その実

現のため，Dumb-Down 原則によるメタデータの互換性の確保，異種コンテンツ

の共存，表計算ソフト（Excel）によるコンテンツの管理，Google Earth と連携し

た位置情報の可視化などを考案した．次に，現実の非文献コンテンツ（アジア図

像集成）をリポジトリとして構築する過程および構築したリポジトリの運用にお

いて，課題の解決手法の有効性を確認した．さらに，アジア図像集成とは特性の

異なるあけぼの衛星の観測データ，e-Learning 素材，および，第四高等学校物理

機器図録という 3 種類のコンテンツにも適用することで解決手法の有効性と一般

性を確認し，共通プラットフォームとしての有効性を示した． 

今後，この研究の成果を基に，多種多様な多くの非文献コンテンツがリポジト

リ化され，異なる分野のデータを横断的，視覚的に検索できるようになれば，学

際的な研究や一般利用者へのアウトリーチに利用されるものと期待できる． 
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第3章 多様なアクセス制限に対応した Web-DB 管理

システムの開発 

3.1 はじめに 

2 章では，非文献コンテンツを公開するための共通プラットフォームとして学

術情報リポジトリを開発し，写真，動画，音声，教材などのコレクションの公開

に有効であることを示した．学術情報リポジトリは，その機関で定められた単一

の公開基準に従っての公開が原則であるが，大学に蓄積している学術情報には，

実験観測データをはじめとして複雑な公開基準を持つものも多い．それらを公開

するには，専用の検索形態すなわち検索用 Web-DB を構築する必要がある．筆者

は，大学内の学術情報を一元的に管理し，情報を提供する総合実験データベース

[29,30]の構築に係わっているが，その際に問題となるのが，利用者によってコン

テンツ（以下本章ではデータとする）を見せる／見せない，データの部分公開や

低解像度データのみ公開などの条件付で見せるといった公開基準である．しかも，

これらの基準は各分野，各機関，各研究室，さらに，データごとに異なる場合が

多い． 

本章では，公開用 Web-DB システムの一元的な管理・公開を可能とする共通プ

ラットフォームの提供を目的として，ユーザおよび公開用 Web-DB システム配下

のデータベースごとに，きめ細かなアクセス制限の設定が可能な Web-DB 管理シ

ステムの開発を行なった．開発にあたっては，各データ管理者の負担を抑えるこ

とと，新規に構築する公開用 Web-DB システムも，既存の公開用 Web-DB システ

ムも当システムの管理下に置いて運用できることを目指した． 

今回は，本学で蓄積・管理している実験観測データの内，「あけぼの衛星」によ

る地球周辺の電波環境観測に関するデータ[21,22]と日本列島における重力異常測

定データ[31]を用いて実験観測データ用の公開用 Web-DB システムの構築を行な

った． 



40 

本章の構成は次の通りである．まず，3.2 節では今回利用した地球環境観測デー

タを例に取り，公開における問題点を整理し，続いて，3.3 節で今回開発したシス

テムの設計の要点，3.4 節で実装および実証運用について述べる．最後に 3.5 節で

まとめを行う． 

 

3.2 実験観測データ公開における諸問題 

本章で主に取り扱う地球環境観測データは，自然現象を対象としているため，

二度と再現することができない希少データであり，学術的に非常に貴重なもので

ある．しかし，これらは，十分に活用されているとはいえず，結果的に死蔵され

ているケースが少なくない．本節では，地球環境観測データを例に取り，実験観

測データ公開における問題点を整理する． 

3.2.1 地球環境観測データ 
地球環境観測は，気象，海洋，地震，大気，宇宙空間など多くの分野で行なわ

れ，得られたデータは，地球環境の研究に利用されている．地球規模の全体像を

研究し，地球環境を理解するには，それらの観測データを相互参照し，総合的に

解析する必要がある．観測データの電子化とネットワーク環境の普及に伴い，今

後，観測機器，各プロジェクト，さらには，分野を超えた複数種の観測データの

相互比較を行う研究スタイルへの移行は必須であり，インターネットを利用した

各データへの参照要請がますます高まるのは必至である． 

近年，各国で集中管理・公開するためのデータベース化が進んでいる．米国で

は，米国航空宇宙局(NASA)[10]の国立宇宙科学データセンター(NSSDC)[11]や米

国海洋大気庁(NOAA)[12]などで観測データを集中管理している．それに対し，日

本では，気象庁(JMA)[13]や宇宙航空研究開発機構(JAXA)[14]などで一部の地球環

境観測のデータを蓄積・公開しているものの，全ての観測データをカバーするに

至っておらず，多くの貴重な観測データは，大学などの研究室に分散して蓄積さ

れている．そのため，これらの地球環境観測データの公開が十分に行なわれてい

ない．その大きな要因として挙げられるのは次に示す研究者（研究室）の置かれ

た立場にある． 

データの所有者である研究者（研究室）は， 
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① 観測機器の作成に係わっている． 

② データの観測に係わっている． 

③ データの管理者である． 

④ データの利用に必須の較正を行なっている． 

⑤ データを利用した研究解析を行なっている． 

⑥ データを公開する社会的責任がある． 

 

研究者は，データを一定期間は独占的に利用できるが，大学など公的機関の研

究者には，データの一部または全部を公開する責任（⑥）がある．そのため，あ

る一定期間経過後，または，研究の進捗状況に応じて，段階的にデータを公表す

る必要がある．しかし，研究者は本来のデータ解析業務（⑤）以外に，様々な労

力を割く必要があり（①～④），公開の妨げになっている． 

3.2.2 認証・認可 
データの提供にはユーザ ID とパスワードによる認証（Authentication），および，

認可（Authorization）が必要である．認証は，本人性をチェックし，正規のユー

ザであることを確認することであり，認可は，認証されたユーザに対して，どの

リソースにアクセスできるかなどの権限もしくは許可を与えることである． 

データはユーザによって，必要とされる内容が大きく異なる．また，管理者側

からすると，ユーザごとに提供可能なデータは大きく異なる．特に，地球環境観

測データの場合は，閲覧できる／できないといった単純なものではなく，どのレ

ベルまで公開できるかをユーザごとに段階的に設定できることが強く望まれてい

る．図 3-1 は認可のレベルを簡単化して表したものであるが，次のような場合が

考えられる． 

 

 生データはデータ所有者（取得者）のみ閲覧可能． 

 較正データはデータ所有者と共同研究者の関係にある研究グループのみ
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閲覧可能． 

 観測データのサマリや低解像データは全てのユーザが閲覧可能． 

 その他，特別な研究プロジェクトやキャンペーン観測など，特定のデー

タを一部ユーザに限定して閲覧可能とする場合もある． 

 

 

 

 

図 3-1 認可のレベル 
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3.2.3 多様なアクセス制限に対応した Web-DB 管理システムの 
必要性 

実験観測データの公開を促進するには，前節で示した様々な事例に柔軟に対応

し，公開用 Web-DB システムに対してユーザごとにきめ細かなアクセス制限を設

定することが可能なデータベース公開環境が必要である．このような環境を構築

するには，当然のことながらデータベース管理に関する専門知識が必要である．

しかし，データ所有者である研究者が必ずしも Web プログラミングをはじめとし

た計算機科学分野を熟知しているとは限らない．また，熟知していたとしても，

Web-DB 構築・運用に掛かるエフォートが過大になるのは望ましくない上，個々

のグループが別々に開発・運用を行うのは非効率である．このような公開の妨げ

となっているアクセス制限の問題や，それに係わる研究者の負担をクリアする必

要がある．そのためには，実験観測データを公開するための各公開用 Web-DB シ

ステムに対する多様なアクセス制限を一括して管理することができる汎用的な

Web-DB 管理システムの開発が必須である．しかし，このようなシステムは未だ

に実現されていない． 

 

3.3 多様なアクセス制限に対応した自然科学データベース

システム 

今回開発するシステムでは，データをどのレベルまで公開できるかをユーザご

とに段階的に設定できることと，その仕組みを構築・運用するにあたって，各公

開用 Web-DB システムの管理者（データの所有者であることが多い）の負担を最

小限に抑えることが重要である． 

本節では，まず，ユーザ管理に対する考え方，データの公開制限に関する考え

方，さらに，管理システムと公開用 Web-DB システムの関係などを整理した上で，

開発システムの概要と諸元について述べる． 

3.3.1 ユーザ管理の考え方 
データを公開する場合，対象となるユーザの種類を概念的に表すと，図 3-2(a)
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のような階層的な関係になる．ユーザのうち，実際に実験観測などに係わってい

るユーザは，図 3-2(a)の頂点に当たる．また，ユーザとグループの関係は図 3-2(b)

となる．すべてのユーザは必ず一つ以上のグループに所属することを前提とする． 

3.2.1 節でも述べたが，大学などの公的機関の研究者には，データを公開する社

会的責任があり，ある一定期間経過後，または，研究の進捗状況に応じて，段階

的にデータの公開範囲を変更する必要がある．例えば，図 3-2(b)の B に属する実

験観測データは，当初，研究グループ G2 および G4 に属するユーザのみに公開さ

れ，その後，段階的に公開範囲を広げていくことになる．さらに，図 3-2(a)の階

層を下に向けて公開範囲を広げて行く．データによっては，ゲストユーザに対し

ても公開する． 

 

 

 

図 3-2 ユーザ管理の概念 

【(a)：ユーザの種類，(b)：ユーザとグループの関係】 

 

 

3.3.2 データの公開制限に関する考え方 
一般に蓄積されたデータの公開レベルがすべて同じ（全データを見せる，また

は，見せない）とは限らない．すべて同じであれば，前節に示したようなユーザ

ごとの管理のみで簡単に実現できる．一方，データによって公開レベルが異なる

場合は，実験観測データの書式やデータベースおよび公開用 Web-DB システム側
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の実装に依存するので複雑になる．以下に，利用頻度が多いと思われる制限方法

を示す． 

 

① 公開用 Web-DB システムのサービス単位で制限． 

② データベースのテーブルの名称などで制限． 

例：データベースの名称，テーブルの名称 

  テーブルの列名 

③ データの種類で制限． 

例：生データ，較正データ，概要データ 

  観測機器の種類別 

④ データの取りうる値の範囲などで制限． 

⑤ 実験観測年月日などで制限． 

 

①，②はシステム中心に考えた場合で，③～⑤はデータ中心に考えた場合であ

る．これらの内，①～③は公開用 Web-DB システム上のサービスおよびデータベ

ースのテーブル単位で制限を行う方式が考えられる．この方法は公開用 Web-DB

システムの設計を変更しないで実現できるので容易に実装可能である．また，④，

⑤はデータの取り得る値などで制限を行うので，公開用 Web-DB システム上のサ

ービスのデータ検索・抽出などの操作（SQL 文等）を見直す必要ある． 

3.3.3 Web-DB 管理システムと公開用 Web-DB システムの関係 
従来の公開用 Web-DB システムにおいては，ユーザに対してアクセス制限を行

なおうとすると，多くの場合，システムごとに独自にユーザ認証が必要であり，

さらに，場合によっては認可も行う必要があった．また，そのことがデータ所有

者に公開用 Web-DB システムを構築する上での技術的，運用上の負担となり，シ

ステムの立ち上げを躊躇させていた． 

今回開発する Web-DB 管理システムでは，従来，各公開用 Web-DB システムで

独自に行う必要があったユーザ認証・認可やそのための情報管理などの内，統合

できるものを管理システムに移行し，著者が所属する金沢大学総合メディア基盤
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センター（以降センターとする）のサーバ上で一括して管理（処理）を行なえる

機構を考える．一方の各公開用 Web-DB システムは，従来通りデータを所有する

各グループが運用・管理することとする．移行後の Web-DB 管理システムと公開

用 Web-DB システムの役割分担の概要を以下に示す． 

 

【Web-DB 管理システムの役割】 

 ユーザ認証・認可処理と関係する認証用 Web インターフェイスの提供． 

 ユーザ認証・認可に必要な情報（ユーザ情報，公開用 Web-DB システム

の情報，権限情報）の管理と関係する管理者用 Web インターフェイスの

提供． 

 アクセス記録の管理機能の提供． 

【公開用 Web-DB システムの役割】 

 実験観測データ提供（公開）のための検索・配信の仕組みのみを提供． 

 

Web-DB 管理システムの管理者（以下本章ではシステム管理者とする）はシス

テム全体の管理権限を持つこととし，全ユーザおよび全公開用 Web-DB システム

の管理を行うことができることとする．しかし，各公開用 Web-DB システムのデ

ータに対するアクセス権限の管理はデータ所有者が行なった方が適切である．ま

た，ユーザが所属するグループに対する管理もそのグループの関係者が行なった

方が適切である．それぞれの管理者の役割分担の概要を以下に示す． 

 

【システム管理者】 

 Web-DB 管理システムの全ての管理権限． 

 データ管理者の任命（管理を委任）． 

 グループ管理者の任命（管理を委任）． 

【データ管理者】 

 管理を委任された公開用 Web-DB システムのデータに対するアクセス権

を提供されたWeb インターフェイスを用いて管理する．データ管理者は，
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データ所有者やその関係者が望ましい（3.3.5 節，3.4.2 節参照）． 

 

【グループ管理者】 

 管理を委任されたグループを提供されたWeb インターフェイスを用いて，

管理する．グループ管理者は，研究室や研究グループの代表またはその

関係者が望ましい（3.3.5 節，3.4.2 節参照）． 

3.3.4 概要 
Web-DB 管理システムの動作の概要を図 3-3 に示す．ユーザが Web-DB 管理シ

ステムにアクセスし，ユーザ認証および認可を行い，データを閲覧できるまでの

Web-DB 管理システムの動作の流れは以下の通りとする． 

 

 Web-DB管理システムにアクセスすると，認証が完了していない場合は，

認証画面が表示される．ユーザはユーザ ID とパスワードを入力し認証処

理を行う（図 3-3 の①）． 

 ユーザ認証が完了すると，公開用 Web-DB システムの選択画面が表示さ

れ，ユーザは一覧から閲覧したい公開用 Web-DB システムを選択する．

Web-DB 管理システムは，ユーザと選択された公開用 Web-DB システム

の情報から，公開可能リストを作成する（認可）（図 3-3 の②）． 

 選択した公開用 Web-DB システムへリダイレクトされるとともに，公開

可能リストが公開用 Web-DB システムに渡される．これにより，公開用

Web-DB システムが公開可能なデータ範囲などを設定する（図 3-3 の③）． 

 データの閲覧を行う（図 3-3 の④）． 

 別の公開用 Web-DB システムにアクセスする場合は（図 3-3 の②～④）

の過程を繰り返す． 
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図 3-3 システムの動作概要 

 

 

3.3.5 諸元 
 

(a) 開発環境 

Web-DB 管理システムを開発および実証運用するための環境を次に示す． 

 ハードウェア：ラックマウント型サーバ（CPU：Intel Xeon 3.40GHz, 

RAM:2GB）を使用する． 
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 ソフトウェア：OS は Linux，Web サーバは Apache を用いる．システム

の記述は PHP で行う．DBMS は PostgreSQL を用いる． 

 

(b) 管理用データベースの仕様 

Web-DB 管理システムの管理用データベースのテーブル関係図を図 3-4 に示す．

テーブルは，大きく分けて①ユーザ管理・認証用，②認可用とする． 

ユーザ管理・認証用は，(#1)グループ情報テーブル（Group），(#3)ユーザ情報テ

ーブル（User），(#4)ユーザ認証のためのパスワードテーブル（Password），(#5)認

証情報などを管理するテーブル（LoginInfo），および，(#2)(#6)ユーザとグループ

を関連付けるテーブル（Group-User）（SubGroup-User）から構成される． 

ユーザは，１つの基本グループの他に，複数のグループ（サブグループ）に登

録することができる．User(#3)は，ユーザ情報の一つとして，ユーザの基本権限

を持つ．基本権限としてグループ管理者権限を与えられたユーザは，自己が所属

するグループの管理者となる． 

認可用は，(#7)公開用 Web-DB システムの情報を管理するテーブル（DbList），

(#8)公開用 Web-DB システムの管理者を設定するためのテーブル（DbList-User），

(#9)ユーザやグループに与えるアクセス権限を管理するための権限テーブル

（Auth），(#10)(#11)ユーザやグループとアクセス権限を関連付けるテーブル

（Group-Auth）（User-Auth），さらに，(#12)各公開用 Web-DB システムに引き渡す

情報を管理するテーブルから構成される．(#12)は管理する公開用 Web-DB システ

ムごとに作成する． 

DbList-User(#8)で設定された各 Web-DB の管理者は，自己が管理する公開用

Web-DB システムのアクセス権に関する管理をシステムの管理者に代わって行な

える．Auth(#9)では，基本的なアクセス権限の他に，短期・長期の共同研究グル

ープに対する管理を想定したプロジェクト権限などの管理を行う． 
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図 3-4 テーブル関係図 
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(c) 公開用 Web-DB システム用認可モジュール 

認可情報などを公開用 Web-DB システムが取り込むための基本認可モジュール

を準備する．実際に公開用 Web-DB システムに組み込む場合は，基本認可用モジ

ュールを各公開用 Web-DB システムの公開環境に合わせて修正する． 

各公開用 Web-DB システム用の実装に用いられる言語（もしくはスクリプト）

は多様であると考えられる．今回の開発では，その中から近年 Web-DB の開発で

用いられることが多い PHP，Java 系を対象とする．PHP 用はインクルードモジュ

ールを提供し，Java 系（JSP，Servlet）用はクラスモジュールを提供する． 

 

(d) 公開用 Web-DB システムの実装の仕様 

公開用 Web-DB システムの実装に必要な作業項目は，前節の基本認可用モジュ

ールをシステムに組み込むことと，Web とデータベースを分離することの２点で

ある． 

前者に関しては，基本認可用モジュールを公開環境に合わせて修正し組み込み

を行う．後者に関しては，図 3-5 に示すように，公開用 Web-DB システムは Web

サーバとデータベースサーバなど（データベースやその他データを管理するサー

バ）を分離して管理する．①データベースなどはオリジナルデータを蓄積してい

る研究室で管理，Web サーバはセンター（システム管理者）に委託，②両方をセ

ンターに委託する，２つのパターンが考えられる． 通常，データは内容を熟知し，

登録更新などを責任もって行える研究室で管理されるべきであるので，①を推奨

構成とする．もちろん技術的にも②の構成も可能であり，自前でのデータ管理が

困難な研究室へのサービス提供を行う． 
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図 3-5 データの分離 

 

3.4 実装 

3.2 節でも述べたが，地球環境観測データの公開は十分に行なわれていない．当

大学においても，一部のデータが公開用 Web-DB システムとして公開されつつあ

るが，個々のシステムは，まったく別システムとしてばらばらに管理されている．

これらの公開用 Web-DB システムを一元的に管理するため，3.3 節で説明した内

容を基に，「地球環境データベースシステム」を実装した．本節では，その概要と

公開用 Web-DB システムの一元的な管理を行うための管理機能，さらに，実証運

用について述べる． 

3.4.1 地球環境データベースシステム 
今回実装した地球環境データベースシステムの概要を図 3-6 に示す．システム

は，Web サーバとデータベースなどのサーバは切り離した構成となっている．ユ

ーザ・インターフェイスは管理者機能と利用者機能の二つに大きく分けることが

できる．さらに管理者機能は，ユーザ管理機能，データ管理機能に分割して実装

した． 

管理者機能については 3.4.2 節，利用者のデータ検索の入り口である利用者機能
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とそのシステムの管理下にある公開用 Web-DB システムについては 3.4.3 節で述

べる． 

 

 

 

図 3-6 システムの概要 

 

 

3.4.2 管理機能 
 

(a) ユーザ管理機能 

表 3-1 にユーザ管理機能の機能一覧を示す．ユーザ管理機能は，グループ情報

に関する管理（1～3），ユーザ情報に関する管理（4～6），サブグループ（7）に関

する管理，さらにログ管理（8）からなる． 

3.3.5 節でも触れたが，ユーザはユーザ情報の一つとして，基本権限を持つ．基

本権限には，システム管理者，グループ管理者，一般ユーザ，ゲストがある．シ

ステム管理者は，任意のユーザをグループ管理者として設定することができる．
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グループ管理者権限を持つユーザは，自己が所属するグループ内（除くサブグル

ープ）のユーザ情報の管理をシステム管理者に代わって行うことができる． 

 

 

表 3-1 ユーザ管理機能一覧 

 機能一覧 システム管理者用 グループ管理者用 

1 グループ更新 ○ ○ 

2 グループ削除 ○ × 

3 グループ作成 ○ × 

4 ユーザ更新 ○ △※ 

5 ユーザ削除 ○ △※ 

6 ユーザ作成 ○ △※ 

7 サブグループ ○ ○ 

8 ログ管理 ○ × 

※ グループ管理者以上の権限を持つユーザを作成・削除することはで

きない 

 

 

(b) データ管理機能 

図 3-7 にデータ管理機能の認証画面と機能選択画面を示す．また，表 3-2 にデ

ータ管理機能の機能一覧を示す． 

DB マスター（表 3-2 の 1）では，管理下に置く公開用 Web-DB システムのシス

テム名称，システムの説明，URL などの情報を管理する． 

データ管理者（表 3-2 の 2）では，公開用 Web-DB システムのアクセス権に対

する管理者を設定し，その管理を委任する（3.3.3 節参照）．ここで公開用 Web-DB

システムの管理者に設定されたユーザ（データ管理者）は，その管理のために表

3-2 の 3～7 の機能を利用することができる． 

権限マスター（表 3-2 の 3）では，グループ，ユーザに与える基本的なアクセ

ス権限と，特別権限（プロジェクト権限）を公開用 Web-DB システムごとに管理
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する．公開用 Web-DB システムを管理下に置く際に，デフォルトで与えられる基

本的なアクセス権限の一覧を表 3-3 に示す．現在，基本的なアクセス権限は 01～

04 および 09 を使用しているが，その意味づけを含めて Web-DB ごとに変更可能

である． 

特別権限（プロジェクト権限）は，短期・長期のプロジェクトやキャンペーン

観測などを想定したものである．特別権限（プロジェクト権限）は AA～ZZ の 676

個まで登録可能である．公開用 Web-DB システムに設定される権限の管理画面の

表示例を図 3-8 に示す．図中の下方の AK，CE と示されているのが特別権限（プ

ロジェクト権限）である． 

グループ権限，ユーザ権限（表 3-2 の 4，5）では，権限マスターで設定した基

本的なアクセス権限と特別権限（プロジェクト権限）をグループおよびユーザに

関連付ける．ここでユーザ権限の設定を省略するとグループ権限が採用され，さ

らに，グループ権限の設定も省略すると，デフォルトアクセス権限（現在 04 に設

定）が採用される． 

個別 DB 管理（表 3-2 の 6）は，公開用 Web-DB システムごとに管理され，実

際に公開用 Web-DB システムに受け渡される情報の内容を管理する．図 3-9 に，

ある公開用 Web-DB システムの管理内容の一部を示す．図中のデータ区分は，公

開用 Web-DB システムに対するアクセス制限を行うためのパラメータで，事前に

データ所有者と協議して決定する．例えば，図中の obs1989 は，基本レベル 04（一

般ユーザ）以上のユーザと AK という特別権限（プロジェクト権限）が与えられ

ているユーザのみが参照可能である．また，obs1991 は基本レベル 02（研究チー

ム）以上のユーザと AK，CE という特別権限（プロジェクト権限）が与えられて

いるユーザのみが参照可能である．実際の公開用 Web-DB システム上での動作は

3.4.3 節で述べる． 

DB 一覧表示（表 3-2 の 7）では，管理上必要な公開用 Web-DB システムに関す

る情報を閲覧できる． 
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図 3-7 データ管理機能 

 

 

表 3-2 データ管理機能一覧 

 機能一覧 システム管理者用 データ管理者用 

1 DB マスター ○ × 

2 データ管理者 ○ × 

3 権限マスター ○ ○ 

4 グループ権限 ○ ○ 

5 ユーザ権限 ○ ○ 

6 個別 DB 管理 ○ ○ 

7 DB 一覧表示 ○ ○ 
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表 3-3 基本的なアクセス権限 

権限 名称 参照可能データ 意味 

01 基本レベル 01 全データ システム管理者 

02 基本レベル 02 一部 研究チーム 

03 基本レベル 03 一部 共同研究者 

04 基本レベル 04 一部 一般ユーザ Default 

09 基本レベル 09 一部 ゲスト 

 

 

 

 

図 3-8 権限管理画面（一部） 
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図 3-9 個別 DB 管理画面（一部） 

 

 

3.4.3  実証運用 
 

(a) 利用者機能 

新規および既存の公開用 Web-DB システムを Web-DB 管理システムの管理下に

置いて実証運用を行なった．本節では，その概要を紹介する．図 3-10 に利用者が

公開用 Web-DB システムを利用するための機能（データ検索入り口と呼んでいる）

の概要を示す[32]．図中の番号および矢印は，公開用 Web-DB システムを利用す

るまでの流れを示す（3.3.4 節参照）． 
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図 3-10 データ検索の入り口 

 

 

(b) 公開用 Web-DB システム 

今回の実証運用では，地球環境観測に関連する宇宙・超高層と地上・地下の 2

領域6種類の公開用Web-DBシステムをWeb-DB管理システムの管理下に置いた．

その一覧を表 3-4 に示す． 

今回の運用は，実証運用であるので，汎用性を示すために，各公開用 Web-DB

システムは，利用形態，使用言語（もしくはスクリプト），データベースへの接続

方式やデータの配信方式，データ規模などが複数の形態となるように配慮した． 

今回管理下に置いた公開用 Web-DB システムのデータベースアクセスのユー

ザ・インターフェイスは以下の通りである． 
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 実験観測データを格納するデータベースからデータを検索し，その結果

を表示する（表 3-4 の 1，2，6）． 

 イメージ（png）を管理するメタデータベースを検索し，その結果から該

当するイメージを表示する．イメージは，ユーザからリクエストがある

とデータサーバから Web サーバへ rsync over ssh にて転送される（表 3-4

の 3，4）． 

 CDF を管理するメタデータベースを検索し，その結果から該当する CDF

を Web サーバ上で加工（描画，表示，ダウンロード）する．サーバ間の

通信には XML/Web Service (SOAP over http)[33,34] を利用した（表 3-4 の

5）． 

なお，CDF（Common Data Format）[35,36]とは，自己記述型の汎用デー

タフォーマットの一種である．Web Service および CDF の詳細について

は 4 章で述べる． 

 

公開用 Web-DB システムを Web-DB 管理システムの管理下に置く手順を次に示

す． 

 

① アクセス制限ポリシーを決定する． 

② 公開用 Web-DB システム構築／再構築． 

 既存公開用 Web-DB システムの場合：テーブル，スクリプトなどの最適

化が必要な場合は，事前に再構築作業を行う．再構築が不必要な場合は，

この処理は省略できる． 

 新規公開用 Web-DB システムの場合：アクセス制限ポリシーに対応でき

るようにシステムを設計・実装する． 

③ 認可モジュール組み込みのための修正． 

 修正例：認証されていない場合の処理．認証されたユーザの権限に動的

に対応するための処理． 
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④ Web-DB 管理システムの管理機能からアクセス制限などの情報を入力． 

⑤ 動作テスト． 

 

 

③以降の作業と既存のデータベースの構成が独立しているので，エクセルなど

の表で表すことができるような単純な形式の実験観測データ（１次元データの集

合）であれば，たとえ再構築が必要であってもシステム管理者が準備した Web-DB

を修正することで簡易的に構築を行うことが可能である． 

今回の実証実験では，既存公開用 Web-DB システム（表 3-4 の 1，2，3，4，6）

はテーブルなどの再構築を行なわずに管理システムの管理下に置いた．実際には

①③④⑤の作業を行なったが，作業時間はすべて 1 日以内（3～6 時間）であった．

公開用 Web-DB システムの構築／再構築が必要な場合，データの形式やアクセス

制限の方法により公開用 Web-DB システムごとに作業量（作業時間）は異なり，

比較することは困難である．しかし，事前にデータ管理者とアクセス制限方法な

どを十分協議することで，データ管理者が望むきめ細かなアクセス制限に対応可

能な公開用 Web-DB システムを効率よく設計・実装できる．今回の実験では，表

3-4 の 5 が新規に作成した公開用 Web-DB システムである．公開用 Web-DB シス

テムの構築に数日要したが，管理システムの管理下に置く作業は，既存システム

と同様に１日以内の作業であった． 
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表 3-4 各公開用 Web-DB システムの概要 
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(c) 公開例 

システムの管理下にある公開用 Web-DB システムに実際にアクセス制限を実施

した場合の画面表示例を図 3-11，図 3-12 に示す． 

図 3-11 は，あけぼの衛星搭載の観測機器の状態などを検索するための公開用

Web-DB システムである．この公開用 Web-DB システムに対しては，観測年ごと

にアクセス制限を実施した．なお，以下の説明の中の権限については 3.4.2 節を参

照されたい．図 3-11 の①は，所有者・研究チーム（基本レベル 01 および 02）が

アクセスしたときに表示される画面である．以下同様に，②は特別権限（プロジ

ェクト権限）が与えられたユーザがアクセスした場合，③は一般ユーザとゲスト

（基本レベル 04 および 09）がアクセスした場合である． 

図 3-12 は，あけぼの衛星の観測データ（CDF 形式）を検索するための公開用

Web-DB システムである．この公開用 Web-DB システムに対しては，観測機器ご

とにアクセス制限を実施した．図 3-12 の①は，所有者・研究チーム（基本レベル

01 および 02）がアクセスしたときに表示される画面である．以下同様に，②は共

同研究者（基本レベル 03）がアクセスした場合，③は一般ユーザ（基本レベル 04）

がアクセスした場合である．この公開用 Web-DB システムではゲストにアクセス

権限を与えていない（④）． 

認証モジュール組み込みの際のスクリプト修正は，認可モジュールにより認証

の確認と権限情報（参照可能リスト）の取得が同時に行なえるので小規模である．

図 3-11，図 3-12 の例では，未認証時のリダイレクト処理や参照可能リストを参考

に検索画面の一部を動的に書き換えるなどの変更を加えたのみである． 
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図 3-11 観測年ごとに制限した例 

 

 

図 3-12 観測機器ごとに制限した例 
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3.5 まとめ 

本章では，公開用 Web-DB システムの一元的な管理・公開を可能とする共通プ

ラットフォームの提供を目的として，ユーザおよび公開用 Web-DB システム配下

のデータベースごとに，きめ細かなアクセス制限を設定することが可能な

Web-DB 管理システムの開発を行なった． 

地球環境観測データ所有者から強い要望があるアクセスレベルの詳細な管理に

ついては，各データに対してユーザごとに詳細なアクセス制限の設定を行うこと

とし，データに対する公開範囲の詳細な管理（データ管理機能）とユーザおよび

グループに対するアクセス権限の管理（ユーザ管理機能）を組み合わせることに

より実現した．これにより，アクセス制限が閲覧できる／できないといった単純

なものではなく，どのレベルまで公開できるかをユーザごとに段階的に設定でき

るようになった． 

実証運用においては，各公開用 Web-DB システムの利用形態，使用言語，デー

タベースへの接続方式やデータの配信方式などが同じ形式にならないように配慮

しシステムの汎用性を確認した． 

今回開発したシステムは，十分実用的に機能するものであり，また，各データ

管理者の負担を抑えることと，新規に構築する公開用 Web-DB システムも，既存

の公開用 Web-DB システムも管理下に置くことができるという当初の方針も達成

している．さらに，地球環境観測データ特有の特性や公開用 Web-DB システムの

実装方式にあまり依存しない汎用的な仕様であるため，共通プラットフォームと

して，多様な分野の公開用 Web-DB システムに対応可能である． 
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第4章 汎用データフォーマットを用いたデータ配信

システムの開発 

4.1 はじめに 

自然科学系の実験観測データは，一般に，容量が膨大でデータフォーマットが

非常に複雑かつ多様であり，データの性質上，それを容易に利活用できる形式で

の公開が困難であるというのが現状である． 

本章では，自然科学系の実験観測データの管理，公開の指針となるべく，自然

科学系の実験観測データの中でも規模の大きな地球環境観測データを対象として，

相互配信環境モデルを提案し，自然科学系の実験観測データを配信するシステム

を開発した．開発にあたっては，データの保管，検索，配信，および，利用まで

を一つの流れとして捉えて総合的に検討した．さらに，開発したシステムが，実

験観測データ配信のための共通プラットフォームとなるべく，自然科学系の実験

観測データ全般に対し汎用的に利用できることを目指した．なお，今回用いたデ

ータは，本学で蓄積・管理している「あけぼの衛星」による地球周辺の電波環境

観測に関するデータである． 

本章の構成は次の通りである．まず，4.2 節では地球環境観測データ利用におけ

る諸問題を整理し，続いて，4.3 節で今回提案した相互配信環境モデルの概要を述

べる．さらに，4.4 節で設計の要点，4.5 節で実装について述べる．最後に 4.6 節

でまとめを行う． 

 

4.2 地球環境観測データ利用における諸問題 

2 章に引き続き，本章でも地球環境観測データを取り扱う．地球環境観測デー

タについては 3 章を参照されたい． 



68 

4.2.1 管理の現状 
3 章でも説明したが，日本では，気象庁(JMA)[13]や宇宙航空研究開発機構

(JAXA)[14]などで一部の地球環境観測のデータを蓄積・公開しているものの，全

ての観測データをカバーするに至っておらず，多くの貴重な観測データは，大学

などの研究室に分散して蓄積されている．これらの地球環境観測データの集中管

理が困難なためであるが，その大きな要因として二つ挙げることができる． 

一つ目の要因は，地球環境観測データの観測に関わった研究室に，それらデー

タの管理・公開の責任があることである．特に，日本では，プロジェクト担当の

研究者がデータの解析だけではなく，観測機器の開発や実際の観測をはじめ，デ

ータの蓄積，管理，公開まで責任を持つ場合が非常に多い． 

二つ目の要因は，観測データの特性やフォーマットが非常に多種多様かつ複雑

なことにある．フォーマットは各分野，各プロジェクト，さらには，観測機器毎

に異なる場合も多い．これらは独自フォーマットといわれる．また，観測データ

は一般にバイナリ形式で大規模なものが多い．このようなバイナリ形式の独自フ

ォーマットは，プラットフォーム間での互換性が低く，データのフォーマットを

熟知しないとデータを読み出すことすらできない． 

4.2.2 相互利用の現状 
大学の研究室などに分散して蓄積されている地球環境観測データがバイナリ形

式の独自フォーマットであることは，相互利用を行う際に非常に問題となる．提

供側の研究者は，データの提供時に，データの構造，データの意味，利用法，サ

ンプルプログラムとその解説をマニュアルとして準備し，データと共に渡す必要

がある．被提供者側の研究者は，それらを基に独自に低レベルの I/O 操作プログ

ラムや解析ソフトを開発しなければならない．さらに，データの相互利用のため

の効率的な配信手段が確立されていないという問題もあり，その方法は，メール

に添付，ftp や，http などを利用したダウンロード，記録媒体を郵送するなどさま

ざまである． 

現状では，相互利用を行なおうとすると，観測データごとに個別の対応が必要

であり，研究者は本来のデータ解析業務以外に，様々な労力を割く必要がある．

これらのことは，データの提供者，被提供者にとって重い負担であり，相互利用

の妨げとなっている． 

データフォーマットの問題に関しては，標準化され互換性が高い記述法として，
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情報技術分野で積極的に利用されている XML の適用が考えられる．過去に著者

は，メタデータの配信に XML を適用した[1]．XML はメタデータの配信には有効

である．しかし，今回取り扱うバイナリ形式の地球環境観測データにテキストベ

ースの XML を適用すると，容量が元データの数倍から数十倍となり，保存，配

信（通信）の観点からみて現実的でない． 

各研究機関で分散管理されているデータを取り扱い，データを相互に参照し，

解析を行うシステムとしては，国立天文台[39]が開発したバーチャル天文台

（JVO：Japanese Virtual Observatory）[40,41]がある．しかし，JVO は，天文分野

に特化した専用システムである．基本的な機構は，天文分野にとどまらず，他の

研究分野にも応用可能としているが，分野を超えての横断的な相互参照は想定し

ていない． 

4.2.3 汎用的な配信システムの必要性 
地球規模の全体像を研究し，地球環境を理解するには，それらの観測データを

相互参照し，総合的に検討する必要がある．今後，従来型の単一種の観測データ

に着目した研究から，観測機器，各プロジェクト，さらには，分野を超えた複数

種の観測データの相互比較を行う研究スタイルへの移行は必須である． 

このため，相互利用の妨げとなっている配信手段および独自フォーマットの問

題，提供者，被提供者にかかる負担問題などをクリアし，個々の観測データが容

易に利活用できる形式で公開（提供）可能なシステムの開発が必須である．しか

し，このような，分野を超えたデータ相互利用に対する汎用的な配信システムは

未だに実現されていない． 

 

4.3 自然科学データアーカイブスシステム 

4.3.1 相互配信環境モデル 
分散して蓄積・管理している実験観測データを相互利用するための自然科学デ

ータアーカイブスシステムを開発するにあたり，まず，その基礎となるモデルを

提案する．図 4-1 にその概要を示す． 

このシステムでは，汎用的なフォーマットを適用した実験観測データならびに

そのメタデータを配信するための配信システムを構築し，実験観測データを蓄
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積・管理している研究室に分散的に配置する．環境の構成に集中管理センタ（サ

ーバ）は存在せず，各配信システムは独立している．データ管理者は，各自が保

有する実験観測データおよびメタデータのみを管理する．クライアントも，集中

管理センタ（サーバ）を経由せず直接配信サーバにアクセスする．結果的に各地

に分散したデータが仮想的に統合された環境の構築が可能となる．なお，配信サ

ーバの所在は，１章で説明した学術情報リポジトリで集約的に管理するものとす

る． 

本節では，上記モデルの実現のために，開発の指針となる諸元の提示，および，

システムの基本構成の設計，実装を行う．なお，システムの基本構成は実験観測

データおよびメタデータ配信システムとクライアント（図 4-1 の一点鎖線で囲ま

れた部分）である． 
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図 4-1 自然科学系の実験観測データの相互配信環境モデル 
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4.3.2 諸元 
 

(a) 配信環境 

システムがデータ配信に利用する方式は，インターネット上で利用される一般

的なプロトコルの使用が望ましい．ただし，昨今インターネットを介した攻撃が

激増し，セキュリティ向上対策の一つとしてファイアウォールを設置するのが常

識であり，その通過を考えた場合，特別なプロトコルを許可しない機関があると

考えられ，相互利用に支障をきたす可能性が高い．そこで，配信に使用する通信

プロトコルは，手続きの一般性，ファイアウォール対策，保守性を考慮し，http，

https または smtp などの利用が望ましいと考えられる． 

 

(b) 配信データのフォーマット 

実験観測データの配信にあたっては，いくつかの分野で規格化され，使用され

ている汎用データフォーマットの導入を検討する．独自フォーマットで保存され

ているデータに対して，その分野の背景や観測データの構造の類似性を検討し，

最適な汎用データフォーマットを提案し，データ配信に利用することとする（4.4.2

節参照）． 

 

(c) クライアント 

クライアントは，多様なプラットフォーム・OS に対応できることとし，管理

者からの提供版とユーザ作成版の二本立てとする（4.4.3 節参照）．また，ユーザ

作成版は，ユーザがそれぞれの利用形態に応じたものを容易に作成可能なように

配慮する． 

 

(d) サーバ環境 

配信システムは，実験観測データを蓄積・管理している一般的な研究室レベル

での運用となることから，初期コスト，維持費などを考慮し，PC を使ったサーバ，

Linux，オープンソースで構築を行う． 
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4.4 システムの設計と基礎実験 

4.3 節で検討した開発諸元に基づき設計を行なった．本節では，設計においての

要点を説明する． 

4.4.1 配信環境 
 

(a) Web Service 

実験観測データの検索（メタデータの配信），実験観測データの配信は，それぞ

れインターネット上の汎用的なサービスとして提供する．そのため，利用する配

信手法は次に示す条件をクリアすることが必要である． 

 

 配信するデータに対して柔軟性が高いこと（データの種類，データの規

模など）．バイナリ型のデータへの対応は必須である． 

 サーバの機種，OS，実装言語に依存しないこと． 

 ネットワーク上で独立したサービスを提供できること（他のサーバに依

存しないこと）． 

 配信処理の自動化に容易に対応できること． 

 保守性，可用性などにも優れていること． 

 

配信手法の決定に際しては，まず，OS・ベンダに依存する手法やトランスポー

トプロトコルに依存する Socket 通信などは汎用性の面から除外した．また，smtp

は一般的なプロトコルであるが，大容量のデータ配信を行うため，各機関のメー

ル系の基盤設備に掛かる負担が大きいと判断し除外した． 

最終的にSOAP over HTTPを用いたWeb Service[33,34,42]と著者が素材管理シス

テム開発で考案した rsync over ssh を用いた予約・配信法[23]について検討した．

rsync を用いた予約・配信法は学内において，小容量データの配信では，既に実績
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を積んでおり，安定したサービスを提供している．しかし，本システムで必要と

するネットワーク上で独立したサービスを提供できることという点，サーバが学

外に分散している点，対象とするデータの規模の問題など，解決しなければなら

ない問題がある．一方，Web Service は，実績は少ないが上記の全ての条件をクリ

アしている．そこで，いくつかの既存システムを Web Service に置き換え，動作

確認を行なった．図 4-2 は画像簡易検索システムに適用した事例の概要である．

さらに，データ規模と配信速度に関して配信実験を行なった（4.4.1 節参照）．結

果として，十分に機能し，さらに，研究室の分散，データの種類やデータ規模の

問題もクリアできると判断しSOAP over HTTPを用いたWeb Serviceを本システム

の配信方式に採用することとした． 

 

 

 

図 4-2 Web Service に置換した事例 

 

 

(b) サーバの分離 

サーバには，図 4-3(a)に示すように，データ配信機能に特化したデータサーバ

と，Web ブラウザからのアクセスを可能とするための Web サーバがある．また，

データサーバには提供用の実験観測データを配信する機能のものと，それらのメ

タデータを配信するものがある．これらは，同一マシン上での実現も可能である

が，小規模 PC サーバでの実現，拡張性，保守性を考慮して分離する． 

サーバの配置を図 4-3(b)に示す．データサーバは実験観測データの内容を熟知
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し，新規登録などを責任もって行える研究室で管理されるべきであるので，研究

室で管理する（①）．ただし，Web サーバは管理者の負担を考慮し情報系センタ

ーなどで集中管理することも可能とする（②）． 

 

 

 

図 4-3 サーバの分離 

【(a)：構成概要，(b)：サーバの配置】 
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(c) 配信実験 

実験用システムを構築し，テストデータを使用して配信実験を行なった．配信

速度は，配信システムを評価する上で，大きなウエイトを占める指標である．ま

た，サーバの選定など，実行環境の整備にも影響する． 

図 4-4 に配信実験の概要およびスペックを示す．データサーバ上には配信サー

ビスが動作しており，クライアントからの要求により，データの転送を開始する

仕組みである．実験観測データを想定し作成した 1MByte，10MByte，100MByte，

1GByte のバイナリ・データの配信時間などを測定した．測定は，(1)-(2)配信サー

ビス呼び出し準備時間，(2)-(3)配信時間（データ転送要求～転送終了），(1)-(3)全

体時間で行なった．データの配信は，SOAP メッセージにデータを添付する形式

（マルチパート MIME）で行なった．表 4-1 は実験観測データを想定し作成した

1MByte，10MByte，100MByte，1GByte のバイナリ・データを配信したときの平

均配信時間を示す． 

配信サービスを呼び出すための準備時間は平均で 1.4 秒であった．この値はサ

ービスの規模によって多少増減はあるが，配信するデータの大きさに依存しない．

配信時間に対する速度は，10MByte～1GByte のデータでは 50Mbps 以上の値とな

り，十分高速であるといえる．1MByte の速度が約 16.7Mbps となった．これは，

小さなファイルでは転送要求処理と終了処理の影響が大きいためである．一方，

運用を考えた場合は全体時間に対する速度が重要であるが，1MByte，10MByte，

100MByte，1GByte のデータの配信速度は，それぞれ，4.2Mbps，28.4Mbps，52.5Mbps，

58.3Mbps と実用的な値となった． 

なお，本実験は，2006 年 6 月に実施したものである．当時と比べると，現在で

は，サーバ性能が向上し，ネットワーク環境も整備されている．CPU の処理能力

やネットワークの通信速度が向上したことにより，配信速度も向上していること

は自明であり，昨今の観測機器の高性能化に伴うデータの大規模化にも対応可能

であるといえる． 
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図 4-4 配信実験環境 
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表 4-1 バイナリ・データの平均配信時間 

 単位 Byte→ 1M 10M 100M 1G 

(1)-(2)(ms) 

準備時間 
1,408 1,428 1,411 1,410 

(2)-(3)(ms) 

配信時間 
480 1,392 13,790 139,057 

(1)-(3)(ms) 

全体時間 
1,888 2,820 15,231 140,467 

速度（Mbps） 

配信時間 

全体時間 

 

16.7 

4.2 

 

57.5 

28.4 

 

58.0 

52.5 

 

58.9 

58.3 

 

 

 

4.4.2 汎用データフォーマット 
 

(a) 汎用フォーマットの条件 

先述（4.2.2 節参照）の通り，地球環境観測データを独自フォーマット形式で提

供することは現実的ではないので，いくつかの分野で規格化され，使用されてい

る汎用的なデータフォーマットを適用することとした．提供用の汎用フォーマッ

トに求められる条件を表 4-2 に示す． 
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表 4-2 汎用データフォーマットの条件 

1. 自己記述型：データファイルを読めばデータが理解できるように，ファイ

ルに変数やデータなどに関する属性，意味，説明などの自己情報を含める

ことができること． 

2. バイナリ・データをサポート：観測データは非常に大規模なものが多い．

そのため観測データでは一般的なバイナリ形式をサポートすること．場合

によってはデータ圧縮も可能なこと． 

3. 分野に特化しない：特定の分野に特化せず，広くデータ交換用として利用

できること． 

4. 機種などに依存しない：バイナリ・データの格納方式は OS やプラットフ

ォーム（ハードウェアアーキテクチャ）により異なる場合があるが，格納

方式が異なるコンピュータ間でもデータを共有できること． 

5. 汎用ソフト：解析ソフト作成の負担軽減のため，市販，フリーの汎用ソフ

トでも解析できること． 

6. ランダムアクセス：容易なデータアクセス環境を提供するためにランダム

アクセスが可能であること． 

 

 

 

(b) 調査 

現在，地球環境観測分野で広く使われているフォーマットを調査した．それぞ

れのフォーマットについて，汎用データフォーマットとしての条件に適合してい

るかを評価した．表 4-3 に評価の結果を示す．今回は自己記述性と，適用可能な

分野の広さを重視した．自己記述型フォーマットとはデータファイルに自己情報

（ファイルの属性，変数の属性，次元，データの説明，単位，グラフ座標，デー

タ利用規定，参考文献，コメントなど）を保存することが可能で，ファイルを読

めばデータを理解できるファイル構成を実現できる．netCDF[43]，CDF[35,36]，

HDF[44]は，自己記述型の汎用データフォーマットとしての適性を備えており，
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また，自然科学分野全般のデータに適用可能である．この 3 つのフォーマットを

配信用のフォーマットとして推奨することとする．なお，4.3 節でも述べたが，独

自フォーマットで保存されているデータに対して，その分野の背景や観測データ

の構造の類似性を検討し，適切と思われる汎用データフォーマットを選択するの

であって，天文分野や月・惑星系衛星観測などで使用されている FITS[45]，PDS[46]

などを否定するものではない． 

 

 

表 4-3 地球環境観測関係のデータフォーマット 

 自己記述性 
用途 

主な利用分野 

自然科学分野全般

での利用 

netCDF ○ 
科学データ交換用 

気象，海洋他 
可 

CDF ○ 
科学データ交換用 

太陽地球系物理他 
可 

HDF ○ 
科学データ交換用 

地球環境観測衛星他 
可 

FITS ○ 
天文データに特化 

天文学 
不可 

PDS △ 
天体データに特化 

月・惑星系衛星観測 
不可 

GRIB △ 
天気情報に特化 

気象，天気 
不可 

 

 

 

(c) 事例 

テストデータを netCDF，CDF について適用し，実装の容易さ，操作性，汎用

解析ツールなどとの親和性などの確認を行なった．作成時のサポートとして，両

フォーマットとも人間指向型設計機能を持つ．記憶形式はバイナリであるが，フ
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ァイルの作成（設計）時には，設計図とも言える人間指向型のテキストファイル

を作成し，それを基にファイルを作成する機能を持つ．逆に，ファイルから人間

指向型のテキストファイルを生成する機能も持つ（図 4-5）．データへのアクセス

に関しては，機種に依存しない（表 4-2 の 4 項目目参照）ライブラリが充実して

おり，低レベルの I/O 操作を意識する必要がない． 

netCDF の人間指向型ファイル（CDL）を用いた表記例を図 4-6 に示す．これは

説明のために簡単化したものであるが，ファイル中に，ファイル属性，変数名，

候補最小／最大値，グラフ化される場合の座標，データおよび注釈が記述されて

いる．図 4-7 は図 4-6 の内容で生成した netCDF を汎用解析ツール（IDL）により

テスト描画したものである．描画に際しては，利用者が IDL にデータ属性や座標

に関する情報を与えなくても，netCDF 自身が持つ情報のみ使用して描画される． 

なお，CDF については，4.5.2 節において後述する． 

 

 

 

 

図 4-5 作成時のサポート 
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図 4-6 表記例 
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図 4-7 汎用解析ツール(IDL)によるテスト描画 

 

4.4.3 クライアント 
管理者からの提供版は，検索，表示，保存などの基本的機能を搭載した Web サ

ーバ版と Windows，Linux，Mac などに対応するアプリケーションとする．なお，

Web サーバ版とは，ブラウザからの利用を可能とするために，Web サーバ上に

Web Service のクライアント機能を組み込み，Web アプリケーションとして提供す

るものである．作成言語は Web 関係のアプリケーションの作成に実績がある Java

および JSP とする． 

ユーザ作成版は，研究者が自分の研究スタイルに応じて作成するクライアント

であり，例えば，独自検索画面，自動配信（受信），解析システム組み込みといっ

た多様な形態が考えられる．ユーザ作成版に関しては，ユーザがクライアントを

作成する場合の支援として，クライアントがサーバに接続し通信を行うための一
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連の手続きを実装したモジュールを提供する． 

 

4.5 実装 

前節での設計を基に，自然科学データアーカイブスシステムの実装を行なった．

同時に，実際の実験観測データを用いて保存用，公開用のファイルの作成を進め

た．本節では，実装したシステムの概要と，すでに汎用データフォーマットの適

用が終了した実験観測データについての導入事例を紹介する． 

4.5.1 配信システムの構築 
 

(a) 概要 

ここでは，自然科学データアーカイブスシステムの基本構成（4.3 節参照）であ

る実験観測データ配信システムとメタデータ配信システムおよびクライアントを

実装した．図 4-8 に Web Service 技術（SOAP over HTTP）を用いて実装した実験

観測データ配信システム（図 4-8(a)），および，メタデータ配信システム（図 4-8(b)）

の概要を示す． 

SOAP サーバは OS が Linux，システムの構築は Apache Axis[47] + Java で行なっ

た．ハードウェアはデスクトップ型 PC（CPU：Pentium4 3GHz ，RAM:1.5GB）

を使用した．また，メタデータを蓄積しているデータベースサーバも SOAP サー

バと同等のスペックである． 
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図 4-8 配信システム 

【(a)：実験データ配信，(b)：メタデータ配信】 

 

 

(b) サービスとメソッド 

表 4-4 に実験観測データ配信用およびメタデータ配信用の各サーバ上で動作す

るサービス（プログラム）の概要を示す．メタデータ提供用サービスは，観測日

付よりファイル名などのメタデータを検索し，該当するメタデータを配信するも

のである．実験観測データ提供用サービスはファイル名を受け取り，該当する観

測データを配信するものである． 

また，メタデータ提供用サービスは SOAP-RPC 方式，実験観測データ提供用サ

ービスは SOAP-RPC+SOAP Messages with Attachments[48]方式でデータ配信を行

なっている． 



86 

 

 

 

表 4-4 サービスとメソッド 

機能 サービス名/メソッド名 

メタデータ提供用 
xxxyyySearchService 

xxxyyySearch 

実験観測データ提供用 
ScienceArchivesService 

getxxxFile 

xxx：データの種類 yyy：フォーマットの種類 

 

 

 

(c) クライアント 

先述の通り，クライアントは，データ管理者が作成し，配布するものと，研究

者がその利用形態に応じて作成するものがある．管理者が提供する基本的な機能

を備えたアプリケーション版と Web サーバ版を作成した．図 4-9 はアプリケーシ

ョン版クライアントのスナップショット，図 4-10 は Web サーバ版のスナップシ

ョットである． 
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図 4-9 クライアントの実装例（アプリケーション版）  

 

 

図 4-10 クライアントの実装例（ブラウザ表示／Web サーバ版） 
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4.5.2 汎用データフォーマットの導入例 
 

(a) データの説明 

利用するデータは「あけぼの衛星」で観測した地球周辺電波に関するデータで，

デジタルデータが 2TByte 以上，元データがアナログ形式であるものをデジタル化

した 20TByte 以上にのぼる大容量データである[21,22]．今回はその中の，マルチ

チャンネル解析装置(MCA)で測定されたデータを利用した． 

一般に科学衛星観測におけるデータの伝送条件は非常に厳しく，「あけぼの衛星」

では最速モードで 64kbps（他に 16kbps/4kbps モードあり）に留まる．このため，

限られた帯域において，できるだけ多くの観測データを伝送できるように，デー

タは全てバイナリ形式で，そのフォーマットは，使いやすさを犠牲にした複雑な

ものとなっている．また，過酷な条件下での観測，伝送を行うため，他観測機器

や自然界からのノイズなどの影響によりデータに欠測やエラーが混在する．これ

らの特徴を整理すると次の通りであり，汎用データフォーマットの導入例（評価）

としては最適な事例である． 

 

 容量が膨大である． 

 バイナリ形式のデータである． 

 フォーマットが非常に複雑である． 

 欠測値やエラーデータが多数混在している． 

 

(b) CDF 

今回「あけぼの衛星」の MCA データに適用した汎用データフォーマットは CDF

（Common Data Format)である．CDF は米国宇宙計画の一部として NASA により

開発された自己記述（自己表現）形式のデータフォーマットで，非常に汎用性が

高い．地球周辺の環境を観測する科学衛星関係で利用されている他，自然科学系

の実験観測データの交換に広く使用可能である．ファイル中にデータと共に，属

性（ファイル，変数，データ），データの扱い方，注意事項などが記憶できる． 
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(c) フォーマットの設計方針 

設計の大前提は，CDF の自己記述性を活かしファイルを読めばデータを理解で

きるファイルとすることであり，その実現のために十分に時間を掛けて様々な角

度から検討を行うことである．そのため，フォーマットの設計にはコストが発生

するが，一旦適切な設計を行なえば，以降，作成はデータを機械的にフォーマッ

トに適用するだけでよい． 

また，設計時にファイルの属性，変数の属性，次元など必須項目以外に，次の

点に注意する必要がある． 

 

 解析・可視化を想定し，データの単位，想定最大値・最小値，グラフ軸

（スケール，ラベル），表示（印字）時のフォーマットなども定義する． 

 注釈（コメント）は詳細に記述する． 

例：ファイル・変数・データの意味，観測条件，較正法・バージョン， 

利用条件，責任者，関連文献，etc． 

 各分野で既にフォーマットの詳細が定義されている場合はそれを優先す

る． 

 

実際の設計では，長期保存用と公開用の 2 種類の設計を行なった．長期保存用

とは，研究室での保存用として，観測データ（生データ）の内容に手を加えず，

そのまま CDF 化するものである．これは，必ずしも本論文で述べる公開システム

に必要なものではないが，将来的に，より高次のデータを生成する必要が発生し

たときに，生データに戻る必要がないため，結果的にデータの再利用性の向上に

つながると考えられる．また，観測データは，較正処理を行なわないと物理量と

しての意味を持たないため，公開用ファイルは，利用者がそのまま利用できるよ

うに，データ較正を施したものを CDF 化する．設計を適切に行なっておけば，公

開用ファイルの作成は，長期保存用ファイルから簡単に行うことが可能である．

このように，長期保存用ファイルも公開用ファイルも CDF 化することにより一元

的な管理が可能となる． 
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(d) CDF 作成 

長期保存用ファイルと公開用ファイルを作成した．作成したファイルへのアク

セスであるが，専用のプログラムを作成しなくても，CDF の開発者から提供され

ている汎用アクセスプログラムや市販の汎用解析ソフト（IDL，MATLAB など）

を用いて簡単に行うことができる．これらは，ファイル中に収められた自己記述

情報を利用してデータにアクセスしている．図 4-11 は，汎用アクセスプログラム

を使用して，公開用の CDF を読み込み，整形して画面に表示した例である．同様

に図 4-12 は汎用解析ソフトの MATLAB により可視化した例である． 
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図 4-11 汎用アクセスプログラムによる内容表示（整形表示） 
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図 4-12 汎用解析ツール(MATLAB)による可視化例 

 

 

 

4.6 まとめ 

本章では，自然科学系の実験観測データを容易に利活用できる形での公開を目

的として，相互配信環境モデルを提案，さらに，その実現のために自然科学デー

タアーカイブスシステムの基本構成の開発を行なった．  

地球環境観測データが抱える問題の内，実験観測データが各地の研究室に分散

しているという問題に対しては，Web Service 技術を取り入れた配信システムとし

たため，各研究室の事情（プラットフォーム，OS，実装言語）をシステムで吸収

することが可能となった．配信実験の結果，Web Service を用いた配信システムが，

本章で取り扱う大容量の実験観測データの配信に十分利用できるという結論を得
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た． 

バイナリ形式の多種多様なフォーマットが存在するという問題に対しては，自

己記述型の汎用データフォーマットを適用することにより流通性を高めることが

できた．特に，netCDF，CDF，HDF などはデータの自己記述性が高く，さらに作

成から解析に至るまでの操作性に優れていることを示した．今回，「あけぼの衛星」

の MCA データに CDF を適用したが，CDF 化により操作性，互換性に優れたファ

イル構造となった．また，CDF 化により，長期保存用ファイルから公開用ファイ

ルまで一元的な管理が可能となった． 

さらに，上記の手法を組み合わせ，汎用フォーマット化されたデータを SOAP

メッセージに添付する方式（SOAP Message with Attachments）としたため，フォ

ーマットの種類やデータの内容に依存しないシステムとなった．これにより，地

球環境観測データが抱えるデータの分散，多様なフォーマットという問題を同時

にクリアすることが可能であり，分野を超えたデータ相互利用に道を開くもので

ある． 

今回開発したシステムは，相互配信環境モデルの基本構成として十分実用的に

機能するものである．また，「あけぼの衛星」のデータに依存しない汎用的な仕様

であるため，自然科学分野の実験観測データなどの多様なデータに対応可能であ

り，実験観測データ配信のための共通プラットフォームとして利用可能である． 
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第5章 公開システム間の連携 

2 章から 4 章において，学術情報公開モデルに沿って実装した公開用システム

は，それぞれ 1 章で挙げた問題点をクリアしており，実運用に耐え得るものであ

る．これらの公開用システムは単体で機能するものであるが，本章では，新たな

公開方法，運用方法の提供などの可能性を探るために，公開用システム間の連携

についての検討を行った．公開用システム間の連携として考えられるパターンを

次に示す． 

 

① 学術情報リポジトリと Web-DB 管理システム間の連携． 

② 学術情報リポジトリとデータ配信システムのWeb 版クライアント間の連携． 

③ 学術情報リポジトリ間の連携． 

④ Web-DB 管理システムとデータ配信システムの Web 版クライアント間の連

携． 

 

以上の内，③の学術情報リポジトリ間の連携に関しては，既に 2 章において，

学術情報リポジトリと KURA などの既存学術情報リポジトリ間の連携というこ

とで，メタデータのハーベスティングによる連携が可能であることを示した（2.4

節参照）．また，④の Web-DB 管理システムとデータ配信システムの Web 版クラ

イアント間の連携に関しては，3 章の実証運用において，データ配信システムの

Web 版クライアントを Web-DB 管理システムの管理下に置いた．これは，Web-DB

管理システムの実証運用の一環として行ったものではあるが，結果的に，Web-DB

管理システムとデータ配信システムの Web 版クライアント間の連携が可能なこ

とを示している．なお，データ配信システムの Web 版クライアントとは，データ

配信システムの開発にあたり，評価用に実装した Web サーバ上で動作するアプリ
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ケーション（3.4.3 節参照）で，利用者からみれば Web サーバであるが，データ

配信システムに対してはクライアントである． 

本章では，上記と異なった形での連携を試みた（①②）．図 5-1 に考案した公開

用システム間の連携法の概要を示す．図 5-1 の(1)は，2 章で開発した学術情報リ

ポジトリ，図 5-1 の(2)は，3 章で開発した Web-DB 管理システム，図 5-1 の(3)は，

4 章で開発したデータ配信システムを示す．なお，図 5-1 の(4)は，図 5-1 の(3)の

データ配信システムの評価用に実装した Web 版クライアントである．ここでは，

実装した公開用システム自身も一つのコンテンツと捉え，学術情報リポジトリを

中心とした連携を考えた．具体的には，Web-DB 管理システムとデータ配信シス

テム用の Web 版クライアントを一つのアイテムしか持たない独立したコンテン

ツとして学術情報リポジトリに登録する．そして，Web-DB 管理システムとデー

タ配信システム用のクライアントのトップページの URL を外部資源（外部リン

ク）として登録する． 

上述の考えに沿って，3 章で Web-DB 管理システムとして実装した地球環境デ

ータベースシステムと学術情報リポジトリ，および，4 章で実装したデータ配信

システムの Web 版クライアントと学術情報リポジトリの連携を行った．図 5-2 に

連携の概要を示す[49]．図 5-2 の①は，学術情報リポジトリのブラウズ画面，図

5-2 の②は，学術情報リポジトリの検索結果の一覧表示画面，図 5-2 の③は，学術

情報リポジトリの情報表示画面，図 5-2 の④は，地球環境データベースシステム

の入り口画面である．図中の矢印は，地球環境データベースシステムの入り口画

面が表示されるまでの流れを示す．図 5-2 の③の URI と記述された部分の URL

をクリックすることによって，登録された外部資源（外部リンク）に移動する． 

以上のように，単体での運用以外にも，公開システム間の連携による公開，運

用が可能である．今後，公開方法，運用方法の選択肢が広がり，状況に応じた運

用を行うことができるものと考えられる．  
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図 5-1 公開システム間の連携法の例 
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図 5-2 学術情報リポジトリと地球環境データベースシステムの連携 
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第6章  結論 

本研究では，大学内に蓄積している学術情報の内，その公開が進んでいない非

文献コンテンツに焦点をあて，大学内の非文献コンテンツを学内外に公開するた

めの指針となるべく，学術情報公開モデルを提案した．そして，そのモデルに基

づき，コンテンツを学内外に公開するための公開手法を考案し，既存情報インフ

ラ上で運用可能な共通プラットフォームとして提供することを目指した． 

 

1 章では，非文献コンテンツの管理・公開を行う際の問題点について考察し，

これらの問題を個々の研究室，個々の分野，あるいは，特定種のコンテンツの問

題として扱うのではなく，大学全体の問題として捉え，大学内のすべての非文献

コンテンツを網羅する学術情報公開モデルを提案した．提案したモデルでは，既

存情報技術で構築可能であり，既存情報インフラ上で実運用可能な，学術情報リ

ポジトリ，Web-DB 管理システム，データ配信システムの 3 つの公開手法で，大

学内のすべての非文献コンテンツの公開をカバーするものとした． 

 

2 章では，学術情報公開モデルの内，学術情報リポジトリを取り扱った．非文

献コンテンツの中でも，写真，動画，音声などのコレクションを公開するための

共通プラットフォームとなるべく，既存リポジトリプラットフォームの問題点を

改善し，可視性と保守性に優れた汎用性の高い学術情報リポジトリの構築を行っ

た． 

非文献コンテンツをリポジトリ化する場合の問題点をメタデータの互換性，保

守性，検索性，他リポジトリとの連携という 4 つの課題として整理し，非文献コ

ンテンツに対応した学術情報リポジトリの開発条件として示した．その実現のた

め，Dumb-Down 原則によるメタデータの互換性の確保，異種コンテンツの共存，

表計算ソフト（Excel）によるコンテンツの管理，Google Earth と連携した位置情

報の可視化などを考案した．次に，現実の非文献コンテンツ（アジア図像集成）
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をリポジトリとして構築する過程および構築したリポジトリの運用において，課

題の解決手法の有効性を確認した． 

実証運用においては，アジア図像集成とは特性の異なる 3 種類の非文献コンテ

ンツに適用することで課題の解決手法の有効性と一般性を確認し，共通プラット

フォームとしての有効性を示した．また，個人の情報技術に対する知識や技能の

差に関係なく十分利用可能であると判断した． 

 

3 章では，学術情報公開モデルの内，Web-DB 管理システムを取り扱った．公

開用 Web-DB システムの一元的な管理・公開を可能とする共通プラットフォーム

の提供を目的として，ユーザおよび公開用 Web-DB システム配下のデータベース

ごとに，きめ細かなアクセス制限を行うことができる Web-DB 管理システムの開

発を行なった． 

大学に蓄積している学術情報には，実験観測データをはじめとして複雑な公開

基準を持つものも多い．しかも，これらの基準は各分野，各機関，各研究室，さ

らに，データごとに異なる場合が多い．この問題に対しては，各データに対して

ユーザごとに詳細なアクセス制限の設定を行うこととし，データに対する公開範

囲の詳細な管理（データ管理機能）とユーザおよびグループに対するアクセス権

限の管理（ユーザ管理機能）を組み合わせることにより実現した．これにより，

アクセス制限が閲覧できる／できないといった単純なものではなく，どのレベル

まで公開できるかをユーザごとに段階的に設定できるようになった． 

実証運用においては，共通プラットフォームとしての有効性を確認するために，

各公開用 Web-DB システムの利用形態，使用言語，データベースへの接続方式や

データの配信方式などが同じ形式にならないよう配慮し，システムの汎用性と，

データ管理者の負担を抑えることができることを示した．今回は，地球環境観測

データを使用したが，地球環境観測データ特有の特性や公開用 Web-DB システム

の実装方式にあまり依存しない汎用的な仕様であるため，共通プラットフォーム

として，多様な分野の公開用 Web-DB システムに対応可能である． 

 

4 章では，学術情報公開モデルの内，データ配信システムを取り扱った．自然

科学系の実験観測データを容易に利活用できる形で公開することを目的として，

相互配信環境モデルを提案，さらに，その実現のために自然科学データアーカイ

ブスシステムの基本構成の開発を行なった． 
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地球環境観測データが抱える問題の内，実験観測データを研究室で分散管理し

ているという問題に対しては，XML/Web Service 技術を取り入れた配信システム

としたため，各研究室の事情（プラットフォーム，OS，実装言語）をシステムで

吸収することが可能となった．配信実験の結果，Web Service を用いた配信システ

ムが，大容量の実験観測データの配信に十分利用できるという結論を得た．バイ

ナリ形式の多種多様なフォーマットが存在するという問題に対しては，netCDF，

CDF，HDF などの自己記述型の汎用データフォーマットを適用することにより流

通性を高めることができた．また，これらの手法を組み合わせ，データを SOAP

メッセージに自己記述型の汎用データフォーマットとして添付する方式（SOAP 

Message with Attachments）としたため，フォーマットの種類やデータの内容に依

存しないシステムとなった． 

構築したシステムは汎用的な仕様であるため，自然科学分野の多様なデータに

対応可能であり，実験観測データ配信のための共通プラットフォームとして利用

可能である． 

 

5 章では，公開システム間の連携による新たな公開方法，運用方法の提供など

の可能性を探るため，実装した公開システム間の連携について検討を行った．そ

して，実際に Web-DB 管理システムとして実装した地球環境データベースシステ

ムと学術情報リポジトリの連携を行った．今回開発した公開システムは，単体で

の運用以外にも，公開システム間の連携による公開，運用が可能であり，今後，

公開方法，運用方法の選択肢が広がり，状況に応じた柔軟な運用を行うことがで

きるものと考えられる． 

 

以上の研究結果から分かるように，提案した学術情報公開モデルを具象化した

3 種類の公開システムは，特定分野のコンテンツの特性にあまり依存しない汎用

的なものであり，共通プラットフォームとして広く応用可能である．また，状況

に応じた柔軟な運用が可能で，コンテンツ管理者に掛かる負担も十分抑えること

が可能と考えられ，大学内に蓄積している様々なコンテンツの公開が促進される

と期待できる． 

今後は，本格的な運用に向けて，さらに実証を重ねるとともに，ユーザ・イン

ターフェイスなどの改善や配布のためのパッケージ化を行う必要がある． 
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